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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期
決算年月 平成17年12月平成18年12月平成19年12月平成20年12月平成21年12月

売上高（百万円） 19,012 20,294 22,167 20,916 15,124

経常利益（百万円） 2,776 3,921 4,075 2,489 735

当期純利益（百万円） 1,584 2,282 2,377 1,004 332

純資産額（百万円） 14,895 17,734 19,484 18,074 18,013

総資産額（百万円） 18,352 21,832 23,701 21,391 20,735

１株当たり純資産額（円） 1,144.601,305.111,098.221,020.221,021.52

１株当たり当期純利益（円） 118.73 175.74 140.35 59.74 20.07

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益（円）
117.34 174.33 139.78 59.72 －

自己資本比率（％） 81.2 77.9 78.5 79.0 81.5

自己資本利益率（％） 11.2 14.3 13.4 5.7 2.0

株価収益率（倍） 25.9 18.5 11.9 13.4 42.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円)
2,552 3,964 2,176 1,764 1,989

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円)
△671 △1,490 △1,182 △1,724 △730

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円)
424 △490 △842 △1,033 △651

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
5,616 7,767 7,834 5,683 6,447

従業員数（人）
374

[　46]

925

[　33]

1,092

[　40]

1,085

[　64]　

1,031

[　47]

　（注）１．上記金額には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。

２．第28期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。

３．平成19年１月１日付をもって普通株式１株を1.3株とする株式分割を行っております。第28期の株価収益率

については、この株式分割により平成18年12月26日から当社の株価が権利落ち後の金額となっており、同算

定上は期末日の株価を権利落ち前の株価に引き直したものを用いております。

４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[　]内に外数で記載しております。

５．第28期における従業員数の大幅な増加は、主にOPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.が本格稼動し、中国工場の従業員

を当社グループが直接雇用したことによるものであります。

６．第29期における従業員数の大幅な増加は、主に日本エフ・エーシステム㈱及びFARSIGHT SECURITY SERVIC

ES,LTD.が新たに連結子会社となったこと並びに製造・販売子会社OPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.の人員増によ

るものであります。

７．第31期から金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、第

30期以前についても百万円単位に組替え表示しております。

８．第31期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期
決算年月 平成17年12月平成18年12月平成19年12月平成20年12月平成21年12月

売上高（百万円） 11,517 12,197 13,039 11,485 8,510

経常利益（百万円） 1,805 3,097 2,665 1,359 622

当期純利益（百万円） 878 2,231 1,801 493 363

資本金（百万円） 2,743 2,780 2,792 2,798 2,798

発行済株式総数（株） 12,984,49713,039,39716,972,39616,984,59616,984,596

純資産額（百万円） 12,451 14,257 15,390 14,653 14,507

総資産額（百万円） 14,197 17,048 17,546 16,337 16,126

１株当たり純資産額（円） 957.78 1,094.31 907.96 884.77 876.02

１株当たり配当額（円）

（内１株当たり中間配当額）

35.00

(15.00)

40.00

(20.00)

40.00

(20.00)

40.00

(20.00)

30.00

(15.00)

１株当たり当期純利益（円） 66.09 171.74 106.32 29.31 21.97

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益（円）
65.56 170.72 105.89 29.30 －

自己資本比率（％） 87.7 83.6 87.7 89.7 90.0

自己資本利益率（％） 7.2 16.7 12.2 3.3 2.5

株価収益率（倍） 46.6 19.0 15.7 27.4 38.3

配当性向（％） 53.1 23.3 37.6 136.5 136.5

従業員数（人）
225

[　31]

232

[　25]

241

[　32]

251

[　34]　

253

[　21]

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．第27期の１株当たり配当額には、オプテックス・エフエー㈱の大阪証券取引所ヘラクレス市場への上場記念

配当５円を含んでおります。

３．第28期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。

４．平成19年１月１日付をもって普通株式１株を1.3株とする株式分割を行っております。第28期の株価収益率

については、この株式分割により平成18年12月26日から当社の株価が権利落ち後の金額となっており、同算

定上は期末日の株価を権利落ち前の株価に引き直したものを用いております。

５．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[　]内に外数で記載しております。

６．第31期から金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、第

30期以前についても百万円単位に組替え表示しております。

７．第31期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。
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２【沿革】
年月 沿革

昭和54年５月 滋賀県大津市において、当社取締役社長　小林　徹、元取締役副社長　有本　達也が自動ドア用センサ、防
犯用センサの開発、販売のため資本金1,200万円をもってオプテックス株式会社を設立

昭和58年５月 自動ドア用センサ及び防犯用センサの生産を強化するため、福井県丹生郡清水町（現福井市三留町）
にオフロム株式会社をサンエー電機株式会社との共同出資にて設立

昭和59年３月 本社ビルを滋賀県大津市におの浜四丁目に新築し移転
昭和60年９月 当社製品の米国での直接販売のため、カリフォルニア州にOPTEX(U.S.A.),INC.を設立
昭和61年７月 東京都千代田区に東京営業所（現東京都新宿区）を設置
平成元年４月 光電センサの開発を強化するため、京都市下京区に西ドイツエルヴィン・ジック社（現ドイツ　ジッ

クＡ Ｇ社）との合弁会社ジックオプテックス株式会社を設立
平成２年１月 従業員の福利厚生を促進するため、滋賀県大津市にスポーツクラブの運営を主とするオーパルオプ

テックス株式会社（現連結子会社）を設立
　　　　６月 滋賀県大津市に技術センターを開設
平成３年５月 ヨーロッパ地域の輸出の拡大とニーズの把握を図るための販売拠点として、イギリスバークシャー州

にOPTEX(EUROPE),LTD.（現連結子会社）を設立
　　　　７月 社団法人日本証券業協会に株式を店頭登録
平成４年４月 セキュリティ分野におけるセンサメーカーからコントロールパネルのシステム化による総合セキュ

リティメーカーへの展開を図るため、MORSE SECURITY GROUP,INC.を買収し、OPTEX MORSE,INC.（米国
カリフォルニア州）として発足させ、同時に米国の子会社を管理、統括するOPTEX AMERICA,INC.を同
州に設立

平成６年２月 部材調達のため、香港にOPTEX(H.K.),LTD.（現連結子会社）を設立
平成９年１月 アジア地域への販売及び部材調達のため、台湾台北市にOPTEX ELECTRONICS（TAIWAN）,LTD.を設立
　　　　２月 OPTEX MORSE,INC.がOPTEX AMERICA,INC.と合併
　　　　６月 OPTEX MORSE,INC.がOPTEX(U.S.A.),INC.と合併
平成10年７月 OPTEX MORSE,INC.がOPTEX AMERICA,INC.に社名変更
平成11年７月 米国におけるコントロールパネル事業からの撤退を決定し、それに伴い当社の米国子会社である

OPTEX AMERICA,INC.を平成11年８月に清算し、新たに米国カリフォルニア州にセンサとシステム事業
に特化したOPTEX INCORPORATED（現連結子会社）を設立

平成13年８月 株式会社東京証券取引所市場第二部に上場
平成13年11月当社子会社OPTEX(EUROPE),LTD.が、イギリスSECURITY ENCLOSURES,LTD.の全株式を取得し子会社化
平成14年１月 光電センサ事業を会社分割し、京都市山科区にオプテックス・エフエー㈱（現連結子会社）を設立

（現京都市下京区）
平成15年２月 当社製品の販売のため、韓国ソウル市に現地法人OPTEX KOREA CO.,LTD.（現連結子会社）を設立
　　　　４月 当社製品の販売のため、フランスサルバーニュに現地法人OPTEX SECURITY SAS（現連結子会社）を設

立（現フランス　アンヴェリュー）
　　　　６月 株式会社東京証券取引所市場第一部に上場
平成16年３月 滋賀県大津市雄琴に本社新社屋を竣工
 　　　 ４月 来客者数管理システム技術の獲得と融合による事業拡大を目指し、技研トラステム㈱（現連結子会

社）の全株式を取得し子会社化
 　　　 12月 北・中・南米地域を担っているOPTEX INCORPORATED（現連結子会社）を防犯用製品に特化させ、自動

ドア用製品の販売のため、米国カリフォルニア州に現地法人OPTEX TECHNOLOGIES INC.（現連結子会
社）を設立
東欧及びロシア地域への市場開拓を狙い、防犯用製品の販売拠点として、ポーランドワルシャワ市に
0PTEX SECURITY Sp.z o.o.（現連結子会社）を設立

平成17年８月 当社グループの生産体制を強化するため、中国広東省東莞市に現地法人OPTEX(DONGGUAN)CO.,LTD.
（現連結子会社）を設立
オプテックス・エフエー㈱（現連結子会社）が株式会社大阪証券取引所のヘラクレス市場に上場

平成18年４月 中国国内における販売強化及びマーケティング強化を目指し、中国広東省深?市に
OPTEX(DONGGUAN)CO.,LTD.深?営業所を開設

平成19年２月 オプテックス・エフエー㈱（現連結子会社）が画像処理システム分野への本格進出を目指し、日本エ
フ・エーシステム㈱（現連結子会社）を子会社化

平成19年３月 防犯用製品において、遠隔画像監視モニタリングサービスに必要な現場ニーズを収集し、製品開発に
活かすためにイギリスFARSIGHT SECURITY SERVICES,LTD.（現連結子会社）を子会社化

平成19年４月 自動ドア用センサの拡販を目指し、OPTEX TECHNOLOGIES INC.（現連結子会社）が米国ノースキャロ
ライナ州に営業拠点を開設

平成20年２月 自動ドア用センサのヨーロッパ地域での販売強化を目指し、持分法適用関連会社であった
SECUMATIC B.V.（平成20年９月１日付でOPTEX TECHNOLOGIES B.V.に商号変更（現連結子会社））の
株式を追加取得し子会社化

 　　　 ８月 画像処理技術やファクトリーオートメーション分野のＬＳＩ設計に強みを有する㈱ジーニック（現
連結子会社）を子会社化

平成21年８月 OPTEX ELECTRONICS（TAIWAN）,LTD.を清算結了
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（オプテックス株式会社）、子会社15社及び関連会社２社で構成

されております。その主な事業内容は各種センサ及び同装置に関する各種システムの開発、設計並びに製造販売であ

り、当社グループの事業に係る各社の位置付けは、次のとおりであります。

　

〈電子機器関連事業〉

(1）当社

　当社は、各種センサ及び同装置に関する各種システムの開発、設計を行い、製造関係会社及び外注業者により製造

した製品を、国内においては主として代理店を通じて、海外においては、販売子会社あるいは代理店を通じて、ユー

ザーに販売しております。

(2）関係会社

① 開発・販売会社

・開発・販売機能を有する連結子会社は、オプテックス・エフエー㈱、技研トラステム㈱及び㈱ジーニックの３

社であります。

オプテックス・エフエー㈱は、ファクトリーオートメーション用製品の開発、設計を行い、製造関係会社及び外

注業者により製造した製品を国内外に販売しております。

技研トラステム㈱は、客数情報システム用製品の開発、設計を行い、製造関係会社及び外注業者により製造した

製品を国内外に販売しております。

㈱ジーニックは、顧客からの開発委託に基づく画像処理関連のIC・LSIの開発、並びに自社ブランドIC（主とし

てファクトリーオートメーション用途）の設計・販売を行っております。

・開発・製造・販売機能を有する連結子会社は、日本エフ・エーシステム㈱の１社であり、ファクトリーオート

メーション用製品及び民生用画像機器の開発、設計、製造を行い、製品を国内に販売しております。

・開発関係会社は、関連会社ジックオプテックス㈱１社であり、同社はオプテックス・エフエー㈱からの開発委

託に基づき、主にファクトリーオートメーション用製品の企画、開発を行っております。

② 販売会社

・販売関係会社は、連結子会社OPTEX INCORPORATED、OPTEX TECHNOLOGIES INC.、OPTEX (EUROPE), LTD.、

FARSIGHT SECURITY SERVICES,LTD.、OPTEX SECURITY SAS、OPTEX TECHNOLOGIES B.V.、

OPTEX SECURITY Sp.z o.o. 及びOPTEX KOREA CO., LTD.の８社であります。

OPTEX INCORPORATEDは、当社より防犯用製品の供給を受け北・中・南米地域に販売しております。

OPTEX TECHNOLOGIES INC.は、当社より自動ドア用製品の供給を受け北米地域に販売しております。

OPTEX (EUROPE), LTD.は、当社より防犯用製品の供給を受けイギリス国内を中心に販売しております。

FARSIGHT SECURITY SERVICES, LTD.は、遠隔画像監視関連システムを利用したサービス業務をイギリスにおい

て行っております。

OPTEX SECURITY SASは、当社より防犯用製品の供給を受けフランス国内に販売しております。

OPTEX TECHNOLOGIES B.V.は、当社より自動ドア用・産業機器用製品の供給を受けヨーロッパ地域に販売して

おります。

OPTEX SECURITY Sp.z o.o. は、当社より防犯用製品の供給を受け東欧地域及びロシアに販売しております。

OPTEX KOREA CO., LTD.は、当社より防犯用製品の供給を受け韓国国内に販売しております。

③ 製造・部材調達会社

・部材調達・販売機能を有する連結子会社は、OPTEX (H.K.), LTD.１社であり、同社はOPTEX (DONGGUAN)CO.,

LTD.が供給する製品を生産受託品として販売するとともに、部材の調達を行い、OPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.へ

供給しております。

・製造・販売機能を有する連結子会社は、OPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.１社であり、同社は当社及びOPTEX (H.K.),

 LTD.より部材の供給を受け、各種製品の組立てを行いグループ内に製品を供給するとともに、中国国内におい

て販売しております。

・製造関係会社は、関連会社オフロム㈱の１社であり、同社は製造委託に基づき、各種製品の組立てを行い、グ

ループ内に供給しております。

　

〈その他の事業〉

連結子会社オーパルオプテックス㈱は、会員制スポーツクラブを営んでおります。
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以上に述べた当社グループの概略図は次のとおりであります。

なお、事業の種類別セグメント情報における電子機器関連事業は、下記概略図の点線内に表示した事業であります。

　（注）１．持分法適用関連会社

　　　　２．（注）１．以外はすべて連結子会社であります。

　　　　３．連結子会社であったOPTEX ELECTRONICS (TAIWAN),LTD.は解散し、平成21年８月21日に清算結了いたしました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金　 事業の内容

議決権に
対する所有
割合
（％）

関係内容

連結子会社      

オプテックス・エフエー㈱ 京都市下京区 546百万円
電気機器及び精密機器の

開発・設計・販売

54.6

(直接所有)
役員の兼任等あり

日本エフ・エーシステム㈱ 横浜市港北区 80百万円

電気機器及び精密機器の

開発・設計並びに製造販

売

93.6

(間接所有)
－

技研トラステム㈱ 京都市伏見区 30百万円
電気機器及び精密機器の

開発・販売

100.0

(直接所有)
役員の兼任等あり

㈱ジーニック 滋賀県大津市 50百万円
電気機器及び精密機器の

開発・販売

100.0

(直接所有)

当社より建物の一部を賃借

役員の兼任等あり

OPTEX INCORPORATED
米国

カリフォルニア州
4,000千US$　

電気機器及び精密機器の

販売

100.0

(直接所有)

当社製品の販売

役員の兼任等あり

OPTEX TECHNOLOGIES INC.
米国

カリフォルニア州
1,000千US$

電気機器及び精密機器の

販売

100.0

 (直接所有)

当社製品の販売

役員の兼任等あり

OPTEX (EUROPE),LTD.
イギリス

バークシャー州
2,200千STG£

電気機器及び精密機器の

販売

100.0

(直接所有)

当社製品の販売

役員の兼任等あり

FARSIGHT SECURITY 

SERVICES,LTD.

イギリス

ケンブリッジ

シャー州

594千STG£遠隔画像監視サービス業
100.0

(直接所有)
役員の兼任等あり

OPTEX SECURITY SAS
フランス

アンヴェリュー
270千EUR

電気機器及び精密機器の

販売

100.0

 (直接所有)

当社製品の販売

役員の兼任等あり

OPTEX TECHNOLOGIES B.V.
オランダ

ハーグ市
64千EUR

電気機器及び精密機器の

販売

51.0

(直接所有)

当社製品の販売

役員の兼任等あり

OPTEX SECURITY Sp.z o.o.
ポーランド

ワルシャワ市
3,500千PLN

電気機器及び精密機器の

販売

100.0

(直接所有)

当社製品の販売

役員の兼任等あり

OPTEX KOREA CO., LTD.
韓国

ソウル市
500,000千KRW

電気機器及び精密機器の

販売

100.0

(直接所有)

当社製品の販売

役員の兼任等あり

OPTEX(H.K.),LTD.
中国

香港特別行政区
21,000千HK$

生産受託品の販売及び部

材の調達

100.0

(直接所有)

当社製品生産用部材の調達

役員の兼任等あり

OPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.
中国

広東省東莞市
6,500千US$

電気機器及び精密機器の

製造・販売

100.0

(直接所有)

当社製品の製造及び販売、当社よ

り部材を一部供給

役員の兼任等あり　

オーパルオプテックス㈱ 滋賀県大津市 80百万円スポーツクラブの運営
100.0

(直接所有)

当社より年会費を受領

当社より土地・建物を賃借

役員の兼任等あり　 

持分法適用関連会社 　 　 　 　 　

ジックオプテックス㈱ 京都市下京区 150百万円
電気機器及び精密機器の

企画・開発

50.0

(間接所有)
役員の兼任等あり

オフロム㈱ 福井県福井市 20百万円
電気機器及び精密機器の

製造

30.0

(直接所有)

当社製品の製造

当社より技術指導を受入

役員の兼任等あり

　（注）１．上記の子会社の内、オプテックス・エフエー㈱、OPTEX INCORPORATED、OPTEX (EUROPE),LTD.、OPTEX (H.K.),

LTD.及びOPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.は、特定子会社に該当いたします。

２．上記の子会社の内、オプテックス・エフエー㈱は有価証券報告書を提出しております。

３．オプテックス・エフエー㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えておりますが、当該子会社は有価証券報告書提出会社であるため主要な損益情報の記載

を省略しております。

４．連結子会社であったOPTEX ELECTRONICS (TAIWAN),LTD.は解散し、平成21年８月21日に清算結了いたしまし

た。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

電子機器関連事業 1,027（27）

その他の事業  4（20）

合計 1,031（47）

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

 253（21） 39.2 12.3 6,482

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（　）内に外数で記載しております。

２．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度における経済環境は、金融危機の影響による世界規模の景況悪化のなか、企業収益の低下や雇用情

勢の悪化、個人消費の低迷など、依然として厳しい状況が続きました。年度後半には、各国の経済対策の効果により、

一部では緩やかな回復の傾向が見られるものの、建築需要の低迷や設備投資の抑制など、引き続き先行き不透明な

状況で推移いたしました。 

　このような経済情勢の下、当社グループは「全社一丸となって『Quick』かつ『Flexible』に」を経営方針に掲

げ、新製品の早期立ち上げ、新たな販路構築と代理店育成システムの整備、新規事業構築への機動的な投資配分など

を実行してまいりました。しかしながら、需要の減少と円高による影響から、当連結会計年度の売上高は151億24百

万円（前年度比27.7％減）となりました。利益面につきましては、グループ一体となり、時間外労働の低減、開発技

術者派遣活用の見直しなどによる人件費の抑制や、外部への設計委託費用をはじめとした各種経費の削減に取り組

み、前年度と比較して13億円強の削減を行いましたが、急激な需要減退の影響が大きく、営業利益は６億20百万円

（前年度比76.7％減）、経常利益は７億35百万円（前年度比70.5％減）となりました。また、当期純利益につきまし

ては、投資有価証券の時価下落などによる特別損失計上が発生したものの、海外子会社配当金益金不算入制度の導

入による繰延税金負債の取り崩しの影響もあり３億32百万円（前年度比66.9％減）となりました。

　防犯関連につきましては、売上高72億16百万円（前年度比26.0％減）となりました。国内におきましては、警備会

社・電設資材・家電業界向けなどの受注が減少したことにより、前年度を下回りました。また、海外におきまして

は、主力のヨーロッパ向けを中心に緩やかな回復傾向にありますが、先進各国をはじめとした建築市況低迷などの

影響は大きく大幅な減収となりました。

　自動ドア関連につきましては、売上高36億19百万円（前年度比31.7％減）となりました。国内におきましては、建

築市況低迷の影響により自動ドア用センサの需要が減少したことに加え、小売業界の投資意欲減退の影響により客

数情報システムの売上高が前年度を大きく下回りました。海外におきましても、欧米の自動ドア業界の景況が国内

以上に落ち込み、前年度を下回りました。

　産業機器関連につきましては、売上高31億90百万円（前年度比24.3％減）となりました。国内におきましては、三

品（食品、医薬品、化粧品）業界向けの画像センサなどは堅調に推移いたしましたが、半導体、自動車業界向けが景

気後退の影響により低迷し、前年度を下回りました。海外におきましては、主要市場であるヨーロッパ向けが、第２

四半期を底に緩やかな回復傾向にあるものの、企業の設備投資抑制の影響を強く受け、前年度を大幅に下回る結果

となりました。

　

　事業の種類別セグメントの状況につきましては、電子機器関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額が、全セグ

メントの売上高の合計額、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がそれぞれ90％超である

ため、記載を省略しております。

 

所在地別セグメントの状況につきましては、次のとおりであります。　

① 日本

防犯関連につきましては、国内の警備会社・電設資材・家電業界向けなどの受注の減少や、海外向け輸出も代

理店の在庫調整及び需要減少の影響を大きく受けました。自動ドア関連につきましては、自動ドア設置台数減少

によるセンサの需要減少や、小売不況による客数情報システムの大幅な受注減の影響により前年度を下回りま

した。産業機器関連につきましては、国内の三品業界向けは堅調に推移いたしましたが、ヨーロッパ向け輸出が

大幅減となりました。この結果、売上高は99億31百万円（前年度比25.9％減）、営業利益６億１百万円（前年度

比74.8％減）となりました。

② 北米

防犯関連、自動ドア関連ともに、建築市況下落と円高の影響を受け、減収となりました。この結果、売上高は15

億63百万円（前年度比24.4％減）、営業利益19百万円（前年度比70.8％減）となりました。

③ ヨーロッパ

防犯関連につきましては、建築市況低迷の影響による需要の急減速により大幅な減収となりました。自動ドア

関連につきましては、前年度に投入いたしました新製品の効果によりシェアの増加はみられるものの、自動ドア

業界の景況悪化が著しく前年度を下回りました。この結果、売上高は23億４百万円（前年度比33.2％減）、営業

損失77百万円（前年度は営業利益28百万円）となりました。
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④ アジア

防犯関連につきましては、中国での販売が伸張したことに加え、韓国の警備会社向けが堅調に推移したことに

より売上高は前年度を上回りました。一方、生産受託関連につきましては、世界同時不況の影響もあり受託製品

数量の急激な落ち込みにより大幅な減収となりました。この結果、売上高は13億25百万円（前年度比33.4％

減）、営業利益１億55百万円（前年度比36.8％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比

較して７億64百万円増加し、当連結会計年度末残高は64億47百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は19億89百万円（前年度は17億64百万円）となりました。これは主に、仕入債務

の減少（２億45百万円）があったものの、たな卸資産の減少（６億69百万円）、売上債権の減少（５億82百万

円）及び税金等調整前当期純利益を５億47百万円確保したことにより資金増加となったためであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は７億30百万円（前年度は17億24百万円）となりました。これは主に、資金運用

に伴う有価証券並びに投資有価証券の取得・売却（差引支出４億15百万円）及び金型等設備投資に伴う有形固

定資産の取得による支出（１億88百万円）によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は６億51百万円（前年度は10億33百万円）となりました。これは主に、配当金の

支払（５億78百万円）によるものであります。

　

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

対前年度比増減率（％）

(1）電子機器関連事業   

 防犯関連（百万円） 5,910 △37.0

 自動ドア関連（百万円） 3,481 △34.9

 産業機器関連（百万円） 2,725 △30.9

 交通関連（百万円） 8 △90.8

 生産受託関連（百万円） 595 △53.9

 その他（百万円） 374 81.2

 計（百万円） 13,094 △35.4

(2）その他の事業（百万円） － －

合計（百万円） 13,094 △35.4

　（注）上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。
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(2）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

対前年度比増減率（％）

(1）電子機器関連事業   

 防犯関連（百万円） 470 △1.5

 自動ドア関連（百万円） 115 252.4

 産業機器関連（百万円） 20 △47.1

 その他（百万円） 0 △90.4

 計（百万円） 606 8.7

(2）その他の事業（百万円） 0 △67.9

合計（百万円） 606 8.4

　（注）上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。　

(3）受注状況

　当連結会計年度の受注状況を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

対前年度比増減率（％）

(1）電子機器関連事業   

 防犯関連（百万円） － －

 自動ドア関連（百万円） － －

 産業機器関連（百万円） － －

 交通関連（百万円） － －

 生産受託関連（百万円） 550 △60.0

 その他（百万円） 442 98.7

 計（百万円） 993 △37.9

(2）その他の事業（百万円） － －

合計（百万円） 993 △37.9

　（注）１．上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産受託関連事業及びその他を除き見込み生産を行っているた

め、該当事項はありません。
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(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

対前年度比増減率（％）

(1）電子機器関連事業   

 防犯関連（百万円） 7,216 △26.0

 自動ドア関連（百万円） 3,619 △31.7

 産業機器関連（百万円） 3,190 △24.3

 交通関連（百万円） 51 △30.7

 生産受託関連（百万円） 605 △53.0

 その他（百万円） 386 69.8

 計（百万円） 15,070 △27.8

(2）その他の事業（百万円） 54 △0.8

合計（百万円） 15,124 △27.7

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。

相手先

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ＳＩＣＫ　Ａ Ｇ 2,318 11.1 1,527 10.1

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、赤外線センシング技術及び画像センシング技術をコアとして、新たな技術を融合させながら独自

のアプリケーションをグローバルに展開しております。

当連結会計年度におきましては、世界的な金融不安がもたらした経済不況により、当社グループも大きな影響を受

け業績を悪化させる結果となりました。今後につきましても、景気回復の時期やその度合いなどは極めて不透明な情

勢で、当社グループを取り巻く経営環境は、大変厳しい状況にあると認識しております。

このような厳しい経営環境ではありますが、まずは早期に業績回復を図り、新たな成長戦略を描いていくことが大

きな課題となります。これらを実現するために、改めて市場、競合の状況分析や施策の見直しを行い、機動的に「選

択」と「集中」を行ってまいります。また徹底的なムダ取りを推進し、収益力の向上、企業体質の強化を図ってまいり

ます。

既存事業につきましては、得意とするセンシング技術を用い、成長が見込まれる画像監視関連分野において高精度

なカメラ制御を提供するなど、トータルソリューションビジネスを推進するとともに、成長著しい新興国に向けての

販路開拓にも力を注いでまいります。

一方、新規事業につきましては、環境対策分野としてニーズの高まりを見せているＬＥＤ照明分野において、強みで

ある屋外におけるセンサ制御を取り入れたソリューションを提供するなど、独自技術の展開による事業構築を進める

ことにより、中長期的な発展を目指してまいります。

また、全社を統括する技術開発、生産管理、品質管理等の各部門間の連携強化を図ることにより、業務の効率化、標準

化をさらに推し進め、事業支援を行ってまいります。従来から取り組んでいる設計の標準化や技術情報の体系的整備、

全社品質管理強化、経営状況の「見える化」を、新たに統括部門となった情報システム統括部が推進するＩＴ戦略と

連動させ、グループ全体の経営資源の最適化を図ってまいります。

今後も顧客ニーズを的確に把握し、他社にないアイデアによって競争力のある製品・サービスを成長分野に向けて

提案していくことで、「再成長」を目指すとともに、企業の社会的信頼を確保するため、内部統制強化やコンプライア

ンスの徹底に向けた真摯な取り組みにより、当社グループの企業価値向上に努めてまいります。　
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの事業展開上のリスク要

因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。　

(1) 為替相場の変動リスクについて

当社グループはグローバルに事業を展開しており、特に海外販売比率が高いため、為替の変動は事業活動に影

響を及ぼします。外貨建取引から発生する収益・費用及び資産・負債の円換算額は為替変動により影響を受け、

当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があります。当社グループは為替変動リスクを軽減

させるため、海外への販売を円建とするように努めており、また、為替変動による損益への影響を限定する目的で

外貨建資産・負債額の一定比率に対して為替予約や通貨オプションを活用しております。

(2) 原材料調達（数量・価格）の変動リスクについて

当社グループの原材料の調達については、国内外において複数の取引先との間で価格の維持及び安定的な仕入

確保に努めており、継続的かつ積極的なコストダウン活動を推進する一方で、在庫確保が容易な汎用品の使用比

率向上を進めたり、仕入先の分散化・複数化により万一の場合に備えております。しかし、エネルギーや商品相場

の急激な変動など世界的な需給バランスの変動により、原材料の調達困難や仕入価格の著しい上昇が起こり、当

社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があります。

(3) 最終製品の販売動向に関するリスクについて

当社グループの属する業界では多くの競合する企業があり、同業者間の市場競争や海外メーカーの低価格品と

の価格競争に常にさらされております。このような環境下におきまして、当社グループでは他社に先行したより

付加価値の高いオリジナル製品の開発・市場投入により、販売価格の維持に努めております。しかし、競合他社が

当社グループより開発・生産・販売において多くの資源を投入し、新製品開発や新規顧客獲得により、市場での

シェアを拡大する可能性があり、開発競争や市場シェア競争で劣位に陥り、当社グループの経営成績や財務状態

に悪影響を与える可能性があります。

(4) 品質に関するリスクについて

当社グループは、「品質第一」の信念のもと、高品質の製品と信頼性の高いサービスを供給することにより、顧

客に満足と安全を提供し続けることを目標としております。また、ＩＳＯ９００１の認証を取得し継続的な品質

維持にも努めております。一方で、製造物賠償責任（ＰＬ）保険にも加入し、万一の賠償金支払等に備えておりま

す。しかし、全ての製品・サービスの品質を保証するには限界があり、製造物責任による高額な賠償金支払や大規

模なリコール、品質不良が原因の高額な間接的損害額が発生し、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を

与える可能性があります。

(5) 環境規制に関するリスクについて

当社グループは、「企業活動と地球環境との調和をめざし、あらゆる分野において積極的かつ継続的に環境保

全に取り組むとともに、環境にやさしい製品・サービスを通じて企業としての社会的責任を果たす」ことを目指

しております。また、ＩＳＯ１４００１の認証を取得し継続的な環境保全にも努めております。世界的に環境に関

しての意識が高まるなか、各種指令や規則、顧客のグリーン調達など化学物質の使用削減を主とする環境対応、更

には温暖化ガス（二酸化炭素ガス等）の削減など地球環境保全に関する要請が強まっており、当社グループでは

これら社会的要請に対応した製品作りに向けた活動に取り組んでおりますが、厳しい技術的課題を解決するため

タイムリーに製品を投入できない場合や、規制がより厳しくなり対応のために多額の投資を余儀なくされる場合

には、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があります。

(6) 技術革新に関するリスクについて

当社グループが取り扱っている各種センサは、技術革新のスピードが加速しつつあり、製品のライフサイクル

が短期化し新製品の開発競争が繰り広げられるなかで、顧客のニーズも常に変化しております。当社グループで

は、技術優位性の確保のため、市場マーケティングに注力して顧客ニーズの把握に努める一方で、積極的に開発投

資を行うため人・モノ・金・情報の投入に注力しております。しかし、市場変化や技術革新への対応遅れ、更には

革新的な技術が出現した場合には、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があります。
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(7) 知的財産権に関するリスクについて

当社グループは新たな技術や独自のノウハウを蓄積し、知的財産権として権利取得するなど法的保護に努めな

がら研究開発活動を展開しております。しかし、特定地域での法的保護が得られない可能性や、当社グループの知

的財産権が不正使用されたり模倣される可能性もあり、知的財産権を完全に保護することには限界があります。

一方で、当社グループが第三者の知的財産権を侵害していると司法判断され、当社グループの生産・販売の制約

や高額の損害賠償金の支払発生により、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性がありま

す。

(8) 情報管理に関するリスクについて

当社グループでは、事業経営に関わる多岐に渡る重要機密情報を有しております。外部への情報漏洩防止のた

め、特定情報については物理的な隔絶、アクセス制限やパスワード管理を行う一方、従業員に対し情報管理徹底の

啓蒙を進め情報セキュリティ強化に注力しております。契約書等の重要文書類については、キャビネット等に保

管のうえ施錠管理を行い、また、コンピュータデータベース管理については、インターネット接続においてファイ

アーウォールの設置やウィルス防止ソフト及びウェブ閲覧制限ソフトを導入・運用することにより、当社グルー

プの情報システム内への外部からの不正侵入を排除するように努めております。しかし、外部からのハッキング

など不測の事態による情報漏洩により、当社グループの信用失墜による売上高の減少または損害賠償による費用

の発生等が起こることも考えられ、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があります。

(9) 顧客の信用リスクについて

当社グループは国内外の顧客に製品を販売しておりますが、特定の顧客に大きく依存することはなく、多数の

顧客に分散しております。また、当社グループでは、顧客との取引条件に関して与信限度額の設定や超過状況の管

理を行い、継続的な信用リスク評価に努めております。しかし、取引先が債務支払不能となり、当社グループの売

上債権が不良債権化することも想定され、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性がありま

す。

(10) 人材確保・育成に関するリスクについて

当社グループの将来の成長は有能なエンジニアやキーパーソンの力量に大きく依存するため、高い技術力を持

つエンジニアや各職域のキーパーソンの確保と育成は重要な経営課題であります。当社グループでは継続的に優

秀な人員採用を行う一方で、既存の従業員の教育や育成にも力をいれており、経営資源である人材のスキル及び

ノウハウの向上を図っております。しかし、有能なエンジニアやキーパーソンを確保・育成できなかったり、人材

確保のために人件費が急上昇した場合、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性がありま

す。

(11) 地震災害等の発生リスクについて

当社グループは世界的にも地震発生率の高い日本国内に拠点の多くを有しております。当社グループでは、提

出会社の本社建物を最大震度７に耐えうる耐震構造体としており、安全確保のために防災機器類の設置を行うと

ともに、情報システムのバックアップ体制についても整備を進め、万一の事態に備えております。また、地震災害

が発生した場合に製造の操業停止の影響を最小限にするため、生産拠点を国内外に分散させております。しかし、

想定を上回る大地震やテロ行為等が発生した場合、本社機能の停止や製造の操業停止等により、当社グループの

経営成績や財務状況に悪影響を与える可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

　当社グループは、「安全・安心・快適」な生活環境の創造に向けて、世の中の様々な課題やニーズとその解決方法を

見つけ出し、顧客満足度の一層の向上を目指して研究開発を推進しております。創業以来培ってきた「赤外線センシ

ング技術」に加え、デジタル画像を分析・解析して活用する「画像センシング技術」を核に、「防犯」「自動ドア」

「産業機器」「交通」などの様々な分野において、高品質で独創性の高い製品やシステムを開発しております。

　当社グループにおける研究開発活動は、当社、国内関係会社であるオプテックス・エフエー㈱、技研トラステム㈱、㈱

ジーニック、ジックオプテックス㈱及び日本エフ・エーシステム㈱、海外関係会社であるOPTEX（DONGGUAN）CO.,

LTD.において行っております。

　当連結会計年度の研究開発費の総額は14億40百万円であり、対売上高比率は9.5％となっております。

　

＜電子機器関連事業＞

(1) 防犯関連

近年、犯罪の増加や凶悪化によって、自己警備の必要性や、更に進化したセキュリティシステムへの期待が高

まっております。侵入者の検知、威嚇、通報またはセンサとカメラを連動させて証拠画像を記録する画像監視シス

テムなど、住宅・事業所・店舗はもとより、商業ビル・空港・原子力発電所などの大規模施設まで、様々な防犯

ニーズに応えたセキュリティシステムの研究、開発に取り組んでおります。

当連結会計年度の主な成果としましては、屋外用防犯センサ「AX-100TFR」「AX-200TFR」を開発し発売いたし

ました。

「AX-TFRシリーズ」は「屋外用赤外線アクティブセンサ」の消費電力を従来に比べて大幅に低下させ、市販の

リチウム電池などで駆動できるようにした製品です。赤外線を常時照射している「アクティブ式」では従来、消

費電力の低減が難しいものとされてきましたが、最新の回路設計技術を駆使したことに加え、動作タイミングに

工夫を凝らした「省電力モード」を設けることで電池で動作させることを可能にいたしました。また、各国規格

に合致した無線送信機と組み合わせることにより、配線工事を不要にすることもできます。このため「施工時間

の短縮」「施工費用の削減」も実現し、稼動時に消費エネルギーが極めて小さいことと併せて「環境にやさしい

製品」となっています。

使用条件が屋内に比べてより厳しくなる屋外でも十分活用いただける防犯センサを提供し続けることにより、

「屋外用防犯センサのトップ企業」として業界をリードしてまいります。

　

(2) 自動ドア関連

自動ドア分野につきましては、公共施設やオフィス、工場などで、人がスムーズに出入りできる自動ドア、特定

の人だけの入室を許可する入退室管理、あるいは商業施設において来場者数をカウントして客数情報としてマー

ケティングへ応用するなど、設置環境や用途に対応した製品を開発し供給しております。このように独自のセン

シング技術で常に業界最高水準の安全性を維持しながら、あらゆる設置環境に対応するための研究開発を行って

おります。

当連結会計年度の主な成果としましては、海外市場をメインターゲットとした自動ドア用マイクロウェーブセ

ンサ「OM-105C/106C」を開発し発売いたしました。

海外市場においては、これまで光線式センサを積極的に投入してまいりましたが、依然としてマイクロウェー

ブセンサの需要が高い事もあり、ラインナップの充実と更なるシェア確保を目的として市場投入いたしました。

この「OM-105C/106C」は施工性や利便性を追及しただけではなく、美観重視のトレンドに対応すべく、センサ

の小型化を実現いたしました。今後もこれら顧客満足度を高めた製品で、競合との差別化を明確にし、シェアアッ

プを図ってまいります。

　

(3) 産業機器関連

産業用センサ分野におきましては、あらゆる製造業分野の工場における製造ラインの自動化・省力化には不可

欠な光電センサを主とするＦＡセンサ（産業用センサ）の製品研究、開発に取り組んでおります。可視光や赤外

線を用いた光電センサのみならず、距離を計測する変位センサ、カメラを用いた画像センサ、ＬＥＤ照明機器な

ど、センサ及びその周辺機器を幅広く開発しております。また、物体の表面温度を直接触れずに計測する非接触温

度計や、液体の色や濁りを測定するセンサなど、安全・品質・衛生管理の特殊な計測ニーズに対応した製品の開

発を行っております。

当連結会計年度の主な成果は、次のとおりです。

① 汎用機器

・円筒型光電センサ　Ｃ２シリーズ

　従来のＣシリーズを一新し、最新の「Opto ASIC」を搭載した円筒型光電センサを開発いたしました。基本

性能、耐環境性能を向上しつつ、ローコスト化を実現しております。

・ステンレス筐体光電センサ　Ｚ－Ｍシリーズ

　Ｚ２シリーズをステンレス筐体とし、耐薬品性、耐衝撃性を飛躍的に向上させました。
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② アプリケーション機器

・乱丁検査用画像センサ　ＣＶＳ－Ｋシリーズ

　製本業界の乱丁、落丁検査向けに特化した画像センサを開発いたしました。独自の「ＯＰＴＣＰＵ」を搭

載し、カメラ内に画像処理機能と照明を内蔵することで、乱丁検査装置の大幅なコストダウンを実現いたし

ました。

・ＬＥＤバー照明　ＯＰＢシリーズ

　画像処理用汎用ＬＥＤ照明としては、初の温度補償回路「ＦＡＬＵＸ」を搭載し、温度特性を大幅に改善

しながらＬＥＤチップ個々の特性のばらつきを吸収することで、従来製品と比較して30％のコストダウン

を実現いたしました。

・ＬＥＤ照明コントローラ　ＯＰＰＤシリーズ

　高密度実装技術と最適な放熱設計により、従来製品と比較して体積で12分の１となるコンパクトサイズ

（外径寸法横48×高さ72×奥行き30㍉）のＬＥＤ照明コントローラを開発いたしました。業界初となる点

灯制御入力とＰＷＭ(パルス幅変調)の完全同期を実現し、高速シャッター時でも明るさが変動することを

なくす等、機能性も向上しております。

・超高速デジタルファイバアンプ Ｄ３ＲＦシリーズ

　独自のデジタル信号処理技術を駆使することで、デジタルファイバアンプでは世界最速の16マイクロ秒と

いう処理時間と、世界初のデュアルパルス投光により業界トップクラスの検出距離を実現いたしました。

③ 計測機器　

温度計測に危険が伴う工場ライン等において、コンパクトでより正確な温度測定を可能にした、非接触温度

計「ファイバ型BF-30I-A」を開発し発売いたしました。

従来は、比較的大型で高額な製品が多く存在しておりましたが、近年、設備・装置に容易に組みこむことの

出来るコンパクトなセンサが求められるようになってまいりました。　

この「ファイバ型BF-30I-A」は、このようなユーザーの要望に応えるために開発を行い、設備組込みが容易

でコンパクト化を実現させるとともに、正確な温度測定により、工場の歩留まりの改善、リードタイムの短縮

を可能にした製品です。

　　

(4) 交通関連　

当社グループは、創業以来培ってきたセンシング技術及び画像技術を応用し、交通関連製品の開発を行ってお

ります。独自の判定方式を採用することで、必要な画像だけを選別する事故記録と、安全運転指導の機能を兼ね備

えた「ドライブトレーナー」を手始めに、交通事故の防止や安全運行につながる製品の研究開発に取り組んでお

ります。

当連結会計年度の主な成果としましては、企業の社用車の安全運転を支援する「セーフメーター OSM-101」を

開発いたしました。

この「セーフメーター OSM-101」は、加速度センサにより得られる情報を、当社独自の「運転挙動解析アルゴ

リズムＤＢＡＡ」が識別し、急操作（急ブレーキ、急ハンドル、急発進）の発生回数や時間頻度を把握すること

で、安全運転の“見える化”を実現させた業界初の製品として開発いたしました。事故のリスクを数値で簡易に

把握し、社用車の安全運転活動に活用できる新しいツールとして注目されております。

　

(5) その他　

照明制御システム

新規事業として、照明制御システム分野に注力し製品開発を行っております。屋外水銀灯照明器具

（100W/200W/400W）と同等の広い配光を持つＬＥＤ照明を使用し、当社の強みであるセンサと連動させること

で、必要な時だけ照度を増光し、不要な時は照度を減光させるシステムの開発を行っております。ＣＯ２の削減、

電気代の削減、照明器具の長寿命化によりメンテナンスコストの削減などのメリットを活かし、工場や倉庫、コイ

ンパーキングや公共駐車場などでお役立て頂ける製品を中心に企画開発を行っております。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1) 重要な会計方針及び会計数値の見積もり

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成して

おります。連結財務諸表の作成に際しては、連結会計年度末における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示並

びに報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積もりや仮定を使用する必要があるため、過去の

実績や法制度の変更など様々な要因に基づき、見積もり及び判断を行っております。

当社グループの重要な会計方針については、「第５経理の状況　１連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりですが、実際の結果は見積もり特有の不確実性がある

ため、これらの見積もりと異なる場合があります。

　

 (2) 当連結会計年度の経営成績の分析

売上高は151億24百万円となり、前連結会計年度に比べ57億91百万円減少しました。これは主に海外売上高が市

場低迷や急激な為替変動の影響を受け、91億54百万円と42億15百万円減少したことによるもので、ヨーロッパの防

犯関連 (前年度比32.5％減) 、アジアの生産受託関連 (前年度比53.0％減) などが大きな影響を受けました。国内

売上高は自動ドア関連の客数情報システムの減収などにより、59億70百万円と15億75百万円減少しました。

営業利益は６億20百万円となり、前連結会計年度に比べ20億41百万円減少しました。これは経費削減に注力した

ことによる研究開発費などの販売費及び一般管理費が13億42百万円減少したものの、為替変動や高付加価値製品

の減収などによる影響で売上原価率が2.3ポイント悪化し、売上総利益が33億83百万円減少したことによるもので

あります。

経常利益は、為替差損益が前連結会計年度に比べ３億66百万円改善したものの、前連結会計年度に比べ17億54百

万円減少し、７億35百万円となりました。

当期純利益は、主に投資有価証券評価損やのれん減損損失などの特別損失が前連結会計年度に比べ４億６百万

円減少したものの、前連結会計年度に比べ６億72百万円減少し、３億32百万円となりました。

　

 (3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２事業の状況　４事業等のリスク」に記載のとおりです。

 (4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は64億47百万円となり、前連結会計年度末と比べ７億64百万

円増加しました。これは営業活動によるキャッシュ・フローの収入が、投資活動によるキャッシュ・フローの支

出及び財務活動によるキャッシュ・フローの支出を上回ったことに加え、為替変動の影響により換算差額が１

億55百万円発生したことによるものであります。

なお、詳細につきましては「第２事業の状況　１業績等の概要　(2) キャッシュ・フロー」に記載のとおりで

す。

　

② 財政状態

1) 資産の状況

当連結会計年度末における資産合計は207億35百万円となり、前連結会計年度末と比べ６億55百万円減少

しました。

流動資産は142億33百万円となり、80百万円増加しました。これは主に受取手形及び売掛金の減少５億36百

万円やたな卸資産の減少６億15百万円の一方で、現金及び預金の増加５億23百万円や有価証券７億71百万円

の増加によるものであります。

固定資産は65億２百万円となり、７億35百万円減少しました。これは主に設備投資の抑制により有形固定

資産が３億18百万円減少し、繰延税金資産などの投資その他の資産が３億28百万円減少したことによるもの

であります。
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2) 負債の状況

当連結会計年度末における負債合計は27億22百万円となり、前連結会計年度末と比べ５億94百万円減少し

ました。

流動負債は15億52百万円となり、５億74百万円減少しました。これは主に支払手形及び買掛金が１億89百

万円減少し、未払法人税等が２億50百万円減少したことによるものであります。

固定負債は11億70百万円となり、19百万円減少しました。これは主に退職給付引当金が96百万円増加した

ものの、税法改正に伴う取崩しにより繰延税金負債が１億26百万円減少したことによるものであります。

3) 純資産の状況

当連結会計年度末における純資産合計は180億13百万円となり、前連結会計年度末と比べ60百万円減少し

ました。これは為替変動による為替換算などの評価・換算差額等が２億68百万円増加したものの、少数株主

持分が81百万円減少したことや配当金の支払等により利益剰余金が２億47百万円減少したことによるもの

であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は、２億81百万円（無形固定資産への投資を含む）となりました。その主なもの

は、電子機器関連事業における新製品用金型等の購入１億42百万円であります。

なお、生産能力に重大な影響を与えるような固定資産の売却、撤去等はありません。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

 平成21年12月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容
帳簿価額（百万円） 従業

員数
（名）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

合計

本社

（滋賀県大津市）
電子機器関連事業

販売・開発・技術

・企画・管理業務

　

施設

1,156 2
904

(22,245)
225 2,288

230

（21）

旧本社

（滋賀県大津市）
－ 賃貸施設 121 －

210

(734)
0 333 －

東京営業所

（東京都新宿区）
電子機器関連事業 販売業務施設 1 －

－

－
0 1

23

（－）

　

(2) 国内子会社

 平成21年12月31日現在

会社名 所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
帳簿価額（百万円） 従業

員数
（名）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

合計

オプテックス・エ

フエー㈱

京都市

下京区

電子機器

関連事業

開発・販売業

務施設
－ 28

－

－　
41 69

64

（－）

日本エフ・エーシ

ステム㈱

横浜市

港北区

電子機器

関連事業

開発・販売業

務施設
0 0

－

－　
3 3

8

（3）

技研トラステム㈱
京都市

伏見区

電子機器

関連事業

開発・販売業

務施設
49 －

88

(848)
12 150

45

（2）

㈱ジーニック
滋賀県

大津市

電子機器

関連事業

開発・販売業

務施設
2 0

－

－
2 5

29

（1）

オーパルオプテッ

クス㈱

滋賀県

大津市
その他

スポーツクラ

ブ管理業務施

設

11 1
－

 －
3 17

4

（20）
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(3) 在外子会社

 平成21年12月31日現在

会社名 所在地

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物及び
構築物

機械装
置及び
運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器
具及び
備品

合計

OPTEX INCORPORATED

米国

カリフォルニア

州

電子機器

関連事業
販売業務施設 1 1 － 8 12

20

（－）

OPTEX TECHNOLOGIES INC.

米国

カリフォルニア

州

電子機器

関連事業
販売業務施設 0 － － 2 2

11

（－）

OPTEX (EUROPE), LTD.
イギリス

バークシャー州

電子機器

関連事業
販売業務施設 － 28 － 1 30

19

（－）

FARSIGHT SECURITY 

SERVICES,LTD.

イギリス

ケンブリッジ

シャー州

電子機器

関連事業
販売業務施設 － 0 － 3 3

23

（－）

OPTEX SECURITY SAS
フランス

アンヴェリュー

電子機器

関連事業
販売業務施設 － 5 － 2 7

7

（－）

OPTEX TECHNOLOGIES B.V.
オランダ

ハーグ市

電子機器

関連事業
販売業務施設 － 2 － 8 11

5

（－）

OPTEX SECURITY Sp.z o.o.
ポーランド

ワルシャワ市

電子機器

関連事業
販売業務施設 － 0 － 0 0

4

（－）

OPTEX KOREA CO., LTD.
韓国

ソウル市

電子機器

関連事業
販売業務施設 1 1 － 0 3

5

（－）

OPTEX (H.K.), LTD.
中国

香港特別行政区

電子機器

関連事業

部材調達業務

施設
0 － － 0 0

5

（－）

OPTEX (DONGGUAN)CO., LTD.
中国

広東省東莞市

電子機器

関連事業

製造・販売業

務施設
－ 140 － 62 203

529

（－）

　（注）１．帳簿価額には建設仮勘定を含んでおりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２．提出会社の本社内にはオーパルオプテックス㈱へ賃貸している施設を含んでおります。

３．現在休止中の設備はありません。

４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に外数で記載しております。

５．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

提出会社 平成21年12月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

本社

（滋賀県大津市）
電子機器関連事業

コンピュータ

（所有権移転外ファイナンス・

　リース）

10 22

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等 

設備の新設、拡充計画の主なものは次のとおりであります。 

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

オプテックス㈱ 
滋賀県

大津市　

電子機器

関連事業

  新製品用

  金型等
321 －  自己資本 平成22年1月平成22年12月

影響はあ

りません

 計 － － － 321 － － － － －

（注）　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年３月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,984,596 16,984,596
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 16,984,596 16,984,596 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの平成13年改正旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の権利行使により発行された株式数は含まれておりませ

ん。
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。

平成16年３月27日の第25回定時株主総会決議に基づくもの

 
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 1,140 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株
同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 148,200 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,502 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年４月１日

至　平成22年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

2,502

1,251
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１． 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

付与された権利を第三者に

譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．①　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役また

は従業員の地位にあることを要する。ただし、退任、定年退職等によりかかる地位を喪失した場合は、喪

失後２年間に限り権利行使を認める。

　②　新株予約権の質入れ、権利設定は認めない。

③　その他、権利行使の条件については、第25回定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、

当社と本件新株予約権割当ての対象となる当社の取締役、監査役または従業員との間で個別に締結した

新株予約権割当に関する契約に定めるところによる。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権を行使した場合または定款授権に基

づく取締役会の決議により当社が取得した自己株式をストックオプションの権利者に譲渡した場合は払込

金額の調整は行わない。

     
既発行株式数 ＋

 新規発行株式数×１株当たり払込金額

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

 １株当たりの時価

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数

３．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行いました。これにより、「新株予

約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」はそれぞれ比例的に調整しております。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　適用がないため、記載事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成17年１月１日～

平成17年12月31日

（注）１．

80,90012,984,497 51 2,743 51 3,595

平成18年１月１日～

平成18年12月31日

（注）１．

54,90013,039,397 37 2,780 37 3,632

平成19年１月１日

（注）２．
3,911,81916,951,216 － 2,780 － 3,632

平成19年１月１日～

平成19年12月31日

（注）１．

21,18016,972,396 12 2,792 12 3,644

平成20年１月１日～

平成20年12月31日

（注）１．

12,20016,984,596 5 2,798 5 3,649

（注）１．平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行された新株予約権（旧商法第280条ノ

19の規定に基づき発行された新株引受権を含む。）の権利行使による増加であります。

２．株式分割（１：1.3）によるものであります。

　

（６）【所有者別状況】

 平成21年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満
株式の状
況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
 － 32 25 63 64 1 5,7185,903 －

所有株式数

（単元）
 － 30,4172,4826,60320,136 120 108,539168,297154,896

所有株式数

の割合

（％）

 － 18.07 1.48 3.92 11.97 0.07 64.49100.00 －

　（注）自己株式423,643株は、「個人その他」に4,236単元及び「単元未満株式の状況」に43株含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

 平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小林　徹 滋賀県大津市 1,715 10.09

有本　達也 滋賀県大津市 1,419 8.35

栗田　克俊 滋賀県大津市 773 4.55

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 587 3.45

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 431 2.54

ザ　チェース　マンハッタン

バンク　エヌエイ　ロンドン

エス　エル　オムニバス　アカ　

ウント

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行決済営業部）　

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET

LONDON ES2P 2HD, ENGLAND

　

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

348 2.04

日興シティ信託銀行株式会社

（投信口）
東京都品川区東品川２丁目３番14号 322 1.89

竹田　和平 名古屋市天白区 280 1.64

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 278 1.63

廣岡　泰 京都市山科区 273 1.61

計 － 6,430 37.85

　（注）１．当社は、自己株式423千株（発行済株式総数に対する所有株式の割合2.49％）を保有しておりますが、上記の

大株主から除いております。

　２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）、日興シティ信託銀行株式会社（投信口）、の所有株式は、信託業務に係る株式であります。

３．スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成22年１月５日付で大量保有報告書に関する変更報

告書の提出があり、平成21年12月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社とし

て当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

　なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

スパークス・アセット・マネジメン

ト株式会社

東京都品川区大崎一丁目11番２号

ゲートシティ大崎
834,100 4.91
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　423,600

（相互保有株式）

普通株式　 28,600

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　16,377,500 163,775 同上

単元未満株式 普通株式　 　154,896 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 16,984,596 － －

総株主の議決権 － 163,775 －

　

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

オプテックス株式

会社

滋賀県大津市にお

の浜四丁目７番５

号

423,600 － 423,600 2.49

（相互保有株式）

オフロム株式会社

福井県福井市三留

町72－10
28,600  － 28,600 0.17

計 － 452,200  － 452,200 2.66
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式のストックオプ

ション制度を採用しております。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

平成16年３月27日の第25回定時株主総会において、新株予約権の付与を決議しております。その内容は次のとおり

であります。

決議年月日 平成16年３月27日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役３

当社監査役３

当社従業員６

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 495 410

当期間における取得自己株式 95 84

　（注）当期間における取得自己株式には、平成22年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 423,643 － 423,738 －

　（注）当期間における保有自己株式には、平成22年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つであると位置付けております。

配当につきましては、収益状況に裏付けられた成果の配分を行うことを基本に、将来の事業展開に備えた財務基盤の

強化を考慮し、安定的かつ継続的な利益配当とのバランスを総合的に勘案して決定しております。

配当の支払時期及び回数につきましては、中間配当及び期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針と

しており、これらの配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会でそれぞ

れ決定いたします。

当事業年度の期末配当につきましては、上記の方針に基づき１株当たり15円の配当を実施することを決定いたしま

した。これにより、平成21年９月に実施いたしました中間配当１株当たり15円を含め、年間では１株当たり30円となり

ます。

内部留保資金は将来の成長、発展に必要な新製品の研究開発、設備投資並びに新規事業投資など、中長期的な事業拡

大の財源として充当し、更なる業績の向上と経営体質の強化を図ってまいりたいと考えております。

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行

うことができる旨を定款に定めております。

当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成21年８月５日

取締役会決議
248 15

平成22年３月27日

定時株主総会決議
248 15

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期
決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

最高（円） 3,280
3,510

※　2,570
2,740 1,796 1,201

最低（円） 2,160
2,500

※　2,500
1,622 742 742

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　２．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式分割を行っております。第28期の株価のう

ち※印がついているものは、当該株式分割による権利落後の最高・最低株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 966 1,145 1,201 1,140 999 903

最低（円） 880 923 1,021 965 797 820

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

EDINET提出書類

オプテックス株式会社(E01998)

有価証券報告書

 29/107



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役 社長兼ＣＥＯ 小林　徹 昭和23年１月10日生

昭和46年４月ムネカタ株式会社入社

昭和47年６月竹中エンジニアリング工業株式会社

入社

昭和54年５月当社設立代表取締役社長

昭和58年５月オフロム株式会社取締役(現任)

平成２年１月 オーパルオプテックス株式会社代表

取締役社長

平成４年２月 ジックオプテックス株式会社監査役

（現任）

平成８年７月 ㈱エフエム滋賀代表取締役社長

平成10年12月OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.取

締役

平成12年７月当社代表取締役社長画像部門統括

平成13年１月当社代表取締役社長防犯部門・研究

開発部門・事業企画室統括

平成13年４月当社代表取締役社長研究開発部門・

事業企画室統括

平成13年７月OPTEX INCORPORATED取締役

平成13年11月OPTEX(EUROPE),LTD.代表取締役会長

平成14年１月オプテックス・エフエー㈱取締役

（現任）

 当社代表取締役社長兼ＣＥＯ

（現任）

（注）３ 1,715

取締役  杉村　竝三 昭和22年１月24日生

昭和42年４月株式会社サテン音響入社

昭和48年１月ローム株式会社入社

平成元年10月当社入社

平成７年１月 当社製造部長兼品質管理部長

平成７年７月 OPTEX(H.K.),LTD.代表取締役社長

平成８年３月 当社取締役製造部長兼品質管理部長

平成10年１月当社取締役研究開発部門・製造部門

・品質管理部門統括

平成10年３月ジックオプテックス株式会社取締役

平成10年12月OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.代

表取締役社長

平成13年１月当社取締役設計部・製造部・品質管

理部統括

平成14年１月当社取締役オプテックス香港担当

平成16年１月当社取締役事業部門兼品質保証統括

平成17年１月当社取締役事業部門統轄兼品質管理

本部長

平成18年１月当社取締役事業部門統轄兼品質管理

本部長兼執行役員ＡＭＳ事業本部長

平成20年１月当社取締役（現任）

（注）３ 16
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  神崎　清賢 昭和25年６月18日生

昭和50年４月大成物産株式会社入社

昭和57年４月当社入社

平成11年１月当社産業機器営業部長

平成11年３月当社取締役産業機器営業部長

平成11年７月当社取締役営業部門統括

平成12年２月OPTEX(EUROPE),LTD.代表取締役会長

平成12年５月SECUMATIC B.V.（現OPTEX 

TECHNOLOGIES B.V.）取締役

平成13年１月当社取締役自動ドア営業部門・計測

営業部門・環境営業部門統括

平成13年４月当社取締役営業部門統括

平成14年１月当社取締役社長室担当執行役員

平成15年１月当社取締役人事本部長

平成16年１月当社取締役スタッフ部門統轄兼人事

本部長

平成16年３月オーパルオプテックス株式会社取締

役

平成18年１月当社取締役スタッフ部門統轄兼人事

本部長兼執行役員イノベーション事

業本部長

平成20年１月当社取締役（現任）

（注）３ 46

取締役  桑野　幸徳 昭和16年２月14日生

昭和38年４月三洋電機株式会社入社

平成５年２月 同社取締役

平成５年12月同社取締役研究開発本部長

平成６年３月 当社監査役

平成８年６月 三洋電機株式会社常務取締役

平成11年６月同社取締役・専務執行役員

平成12年10月当社監査役退任

平成12年11月三洋電機株式会社代表取締役社長

兼ＣＯＯ

平成16年４月同社代表取締役社長　ＣＥＯ

兼ＣＯＯ

平成17年６月同社取締役相談役

平成17年11月同社相談役

平成18年３月当社取締役（現任）

平成18年６月三洋電機株式会社常任顧問

平成19年４月同社常任顧問退任

平成20年６月大和ハウス工業株式会社監査役

（現任）

・太陽光発電技術研究組合理事長

（注）３ 6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  松村　保男 昭和23年12月23日生

昭和46年４月新日本電気株式会社（現ＮＥＣセミ

コンダクターズ関西株式会社）入社

平成９年７月 同社信頼性技術担当部長兼TQC・TPM

推進担当部長

平成11年２月当社へ出向

当社顧問兼製造部製造品質課長

平成12年１月当社品質管理部ディレクター兼

品質管理部品質管理課マネージャー

平成14年１月当社執行役員兼調達企画部ディレク

ター

平成15年１月当社執行役員兼システム企画本部長

平成15年11月当社入社

当社内部監査室長

平成16年３月当社常勤監査役（現任）

平成16年４月OPTEX KOREA　CO.,LTD.監査役

 オーパルオプテックス株式会社監査

役（現任）

平成20年８月株式会社ジーニック監査役（現任）

（注）４ 3

監査役  八幡　知行 昭和18年２月２日生

昭和47年４月監査法人中央会計事務所大阪事務所

入所

昭和54年12月八幡公認会計士事務所所長（現任）

平成９年３月 当社監査役（現任）

平成14年１月オプテックス・エフエー株式会社監

査役（現任）

（注）４ 9

監査役  山田　　章 昭和15年10月７日生

昭和39年４月三洋電機株式会社入社

昭和39年12月三洋電機貿易株式会社（現三洋電機

株式会社）出向

平成８年６月 同社取締役地域営業本部副本部長兼

アジア営業統括部長

平成12年６月同社常勤監査役

平成13年10月三洋セールスアンドマーケティング

株式会社（現三洋電機株式会社）

常勤監査役

平成14年６月同社顧問

平成15年６月同社顧問退任

平成20年３月当社監査役（現任）

（注）５ 0.6

    計 － 1,797

　（注）１．取締役桑野幸徳氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役八幡知行氏及び監査役山田章氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成22年３月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成19年３月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成20年３月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６．当社では、平成14年１月７日より組織のより機動的な運営を図るために、執行役員制度を導入しております。

執行役員は９名で、次のとおり構成されております。

角　　光史 （海外Ｓ＆Ｓ事業統括本部長）

東　　晃 （管理本部長）

今井　貴之 （エントランス事業本部長）

福井　真一 （生産統括本部長）

上村　透 （技術開発本部長）

中川　博司 （事業企画本部長）

柴田　昌彦 （海外Ｓ＆Ｓ事業統括副本部長）

一圓　健治 （ＳＴＰ事業本部長）

坂田　憲史 （国内ＳＥＣ事業本部長）
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主、投資家をはじめ、顧客、社会からの信頼を獲得しつつ、継続的に企業価値を向上させること

が最大の使命であると認識しております。その実践のためにコーポレート・ガバナンスの充実を経営の最重要課題

の一つと位置付けて、経営の透明性向上と、公正かつ迅速な意思決定を伴う経営システムの維持及び経営監視機能

の強化を目指しております。

２．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等　

(1) 会社機関の内容

当社は、法令で定められた事項や経営の基本方針等、重要事項に関する意思決定機関及び監督機関として取締

役会、執行機関として経営会議（執行役員会）及び監査機関として監査役会を基本機構としております。

① 取締役会

　取締役会は、取締役４名で構成され、原則毎月１回以上開催し、コーポレート・ガバナンスを含めた経営に関す

る重要事項の決定並びに業務執行状況の監視・監督を行っております。また、社外取締役１名を設置することに

より、第三者的立場からの監督や助言を受けつつ経営判断の迅速性と透明性を確保しております。なお、取締役

会には監査役３名が出席し、取締役会の業務執行について、適法性・妥当性を監査しております。

② 監査役会

　当社は、監査役制度を採用し、監査役会は監査役３名で構成されており、うち２名を社外監査役とした監査体制

としております。各監査役は、監査役会で決定された監査方針、監査計画に基づき、監査に関する重要な事項等の

報告・協議・決議を行っております。また、取締役会、経営会議（執行役員会）等の重要会議に出席するほか、重

要な決議書類の閲覧、業務及び財産の状況調査により、厳正な監査を実施しております。更に、グループ全体の監

査状況を把握し課題を検討するために、原則年２回、海外を含めた全ての子会社の監査役もしくは監査担当役員

によるグループ監査役会を開催しております。

③ 経営会議（執行役員会）

　経営会議（執行役員会）は、取締役、監査役及び執行役員等で構成され、原則毎月１回開催し、経営及び業務執

行に関する重要事項の審議を行うほか、業務執行状況の報告を行っております。

④ コンプライアンス推進委員会

　当社は、代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス推進委員会」を取締役会の直轄組織として設置

し、原則２ヵ月に１回、遵法精神の醸成及び企業倫理に基づく企業活動の徹底を図るための重要方針の審議・推

進を行っております。また、「オプテックスグループ行動規範」を制定し、当社グループ全役職員に周知徹底す

ることにより、グループをあげて遵法経営の実践を目指しております。　

　業務執行・経営の監視のしくみ及び内部統制システムの模式図は以下のとおりです。
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(2) 内部統制システムの整備の状況

当社は、取締役会において、会社法及び会社法施行規則の規定に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり決議

しております。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役会は、法令及び定款等の遵守のための体制を含む内部統制システムに関する基本方針を決定し、その

実施状況を監督するとともに、適宜、基本方針の見直しを行う。

・監査役は、内部統制システムの整備と実施状況を含め、業務執行状況の調査を行い、独立した立場から取締

役の職務執行の監査を行う。

・代表取締役社長を委員長とするコンプライアンスに関する委員会を設置し、遵法精神に基づく企業行動並

びに社員行動の徹底を図るための重要事項を審議し、推進する。また、「行動規範」を制定し、周知徹底する

ことにより当社グループ全役職員のコンプライアンスに対する意識の維持向上に努める。

・内部監査部門として代表取締役社長直轄のグループ経営監査室（５名）を設置し、内部監査規定及び年次

の内部監査計画に基づき、各部門について内部統制システムの有効性を含めた内部監査を実施し、監査結果

は、定期的に代表取締役社長に報告するとともに、監査役会に対しても内部監査の状況を報告する。

・社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、関係機関との連携を含め組織全

体で毅然とした態度で臨むものとし、反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。　

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか重要な職務執行に係る情報が記載された文書（電磁

的記録を含む。以下同じ。）を関連資料とともに、文書管理規定その他の社内規定の定めるところに従い、適

切に保存し、管理する。取締役及び監査役は、これらの文書を常時閲覧または謄写できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社の事業運営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを把握し、その評価を行い、これを事業運営に活

かす仕組みを整備する。また、当該リスク管理の実効性を確保するために委員会を設置しその体制を整備す

る。

・事業運営に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合の対応やその予防について必要な措置を講じる。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・経営の意思決定・監督と業務執行を分離することにより、経営の効率化と責任の明確化を図る。

・意思決定の迅速化のため、業務分掌規定及び職務権限規定等社内規定を整備し、権限、責任を明確にすると

ともに、重要事項については、経営会議での審議を踏まえて取締役会の意思決定に資するものとする。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社グループ企業全てに適用する行動指針として「行動規範」を定め、グループ企業全体において遵法経

営を実践する。

・グループ企業を統轄する部署を定め、グループ企業各社の業務を所管する事業部門と連携し、子会社統治規

定など関連規定に基づき、グループ企業各社の経営管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行う

ものとする。

⑥ 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、監査役を補助

すべき使用人を置くものとする。なお、使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査役会の事前の同意

を得るものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保するものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、当社及び当社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項につき、その内

容、業務執行の状況及び結果について遅滞なく監査役会に報告する。また、これに係わらず、監査役はいつで

も必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができるものとする。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役及び監査役会は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、経営方針、会社の対処すべき課題、会社を取

り巻くリスクの他、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要問題等について意見を交換する。

・当社グループ企業全ての監査役もしくは監査担当役員は、グループ企業全体の監査状況を把握し課題を検

討するため、定期的にグループ監査役会を開催し、意見交換を行う。

・内部監査部門は、監査役との情報交換を含め連携を密にする。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく、有効かつ適切な内部統制シス

テムを構築する。また、その整備・運用状況について継続的に評価し、必要な是正措置を行い、実効性のある

体制の構築を図る。
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(3) リスク管理体制の整備状況

当社グループは、経営環境が大きく変化する中で、継続的に企業価値を最大化するために、当社グループを取り

巻く様々なリスクに適切に対応することが重要であると認識しております。当社では平成15年度よりリスク管理

特別委員会を設置し、事業運営に重大な影響を与える可能性のあるリスク事項の把握及び対策の検討と実施促進

を行っております。また、従業員からの相談等に対応するため「相談窓口担当者」を設置し、職制ラインから切り

離して相談ができる体制を構築するとともに、直接、顧問弁護士に対して匿名により相談・告発が可能なしくみ

を構築いたしております。更に、「個人情報保護方針」を定め、「個人情報取扱規程」を制定し、個人情報の保護

や管理の改善に取り組んでおります。

(4) 内部監査及び監査役監査の状況

当社は、内部監査部門として代表取締役社長直轄のグループ経営監査室（５名）を設置しており、各部門及び

子会社の業務執行について、内部監査規定及び年次の内部監査計画に基づき、必要な内部監査を実施しておりま

す。監査結果につきましては、原則毎月１回代表取締役社長に報告するとともに、監査役会に対しても、定期的に

内部監査の状況を報告しております。また、監査役は、会計監査人と定期的に監査報告会を開催し、会計監査人よ

り監査結果の報告を受けるとともに、重要な会計に関する検討課題については随時意見交換し、検討を行ってお

ります。

(5) 会計監査の状況

当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査について有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結

し、会計監査を受けております。なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間

には、特別な利害関係はありません。

① 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数については、以下のとおりです。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

 指定有限責任社員　業務執行社員 石田　　昭
有限責任監査法人トーマツ 

 指定有限責任社員　業務執行社員 関口　浩一

　（注）１．監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

２．上記監査法人は従来より自主的に業務執行社員について、一定期間を超えて継続的に関与すること

のないよう措置をとっております。

② 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　２名　　会計士補等　21名

(6) 会社と社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役である桑野幸徳氏は、当社株式を6,540株保有しておりますが、それ以外に同氏と当社の間に特別な

利害関係はありません。また、社外監査役である八幡知行氏は9,025株、山田章氏は600株、当社株式をそれぞれ保

有しておりますが、それ以外に当社との間に特別な利害関係はありません。

なお、社外監査役八幡知行氏は、当社の連結子会社オプテックス・エフエー㈱の社外監査役を兼務しておりま

す。

(7) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間で、責任限定契約を締結するこ

とができる旨の規定を定款に定めておりますが、有価証券報告書提出日現在において、責任限定契約は締結して

おりません。

(8) 取締役の定数

当社は、取締役の定数を９名以内とする旨定款に定めております。

(9) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。
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(10) 取締役会で決議することができる株主総会決議事項

① 自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能

とすることを目的とするものであります。

② 中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年６月30日を基準日として中間配当

を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的と

するものであります。

(11) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって決議を行う旨を定款に

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を

行うことを目的とするものであります。

(12) 役員報酬の内容

① 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は以下のとおりであります。

区　分  支給人数  支給額

取　締　役

（うち社外取締役）

４名

（１名）

82,168千円 

（7,450千円） 

監　査　役

（うち社外監査役）

３名

（２名）

21,866千円 

（8,078千円） 

合　計 ７名 104,034千円 

（注）１．支給額には、当事業年度に役員退職慰労引当金として費用処理した2,664千円（取締役2,088千円（う

ち社外取締役１名240千円）、監査役576千円（うち社外監査役１名168千円））を含めております。

２．取締役の報酬限度額は、平成19年３月24日開催の第28回定時株主総会において年額180,000千円以内

（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議しております。

　３．監査役の報酬限度額は、平成19年３月24日開催の第28回定時株主総会において年額36,000千円以内と

決議しております。

　４．金銭以外の報酬としてストックオプション制度があります。内訳については「第４　提出会社の状況　

１．株式等の状況　(8) ストックオプション制度の内容」に記載しております。

② 取締役の業績連動報酬

当社は、取締役の報酬について、平成19年１月17日開催の取締役会において、固定報酬とは別に、事業年度の終

了後に業績目標の達成度に応じた業績連動報酬の導入を決議しております。なお、本業績連動報酬の導入に際し

ては監査役全員の同意を得ております。

（業績連動報酬の算定方法）

　1）当該年度の「連結経常利益増減率」と「連結売上高計画達成率」及び「連結当期純利益額」から以下の計算

式に基づき支給総額を算出する。

　「業績連動報酬総額」＝｛「連結当期純利益額」×5/100×「連結経常利益対前年増減率」＋「連結当期

純利益額」×（「連結売上高計画達成率」×1/10－0.09）｝×8/10

　2）自己資本連結当期純利益率が８％を上回った場合、かつ、連結売上高計画達成率が90％以上の場合にのみ支給

する。

　3）ただし、上記算出額にかかわらず、総額の上限は「連結当期純利益額の４％まで」とし、かつ１億円を超えな

い額とする。

　4）各取締役への配分は、各取締役の年俸額（固定部分）比例により配分する。

（注）1）及び2）に定める「連結売上高計画達成率」の算定の基礎となる連結売上高計画値は、毎期初に開催

される取締役会において決定・公表した通期の連結売上高計画値とし、その後に当該計画値を修正した

場合においても、修正後の数値は用いないものとする。

　なお、第31期（平成21年１月１日～平成21年12月31日）期初において決定・公表した通期の連結売上

高計画値は19,200百万円であります。
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③ 当事業年度（第31期　平成21年12月期）の業績連動報酬

上記算定方法に基づき算出した結果、第31期（平成21年12月期）に係る業績連動報酬については、「自己資本

連結当期純利益率」及び「連結売上高達成率」がいずれも支給基準に満たないため、平成22年２月12日開催の

取締役会において、取締役への業績連動報酬は支給しない旨を決定しております。

役　職 氏　名  支給額

代表取締役社長 小林　　徹 －

取締役 杉村　竝三 －

取締役 神崎　清賢 －

取締役 桑野　幸徳 －

④ 第32期（平成22年12月期）の業績連動報酬の算定方法

第32期（平成22年12月期）の業績連動報酬の算定方法については、平成22年２月12日開催の取締役会におい

て、第31期（平成21年12月期）と同様の算定方法とすることを決議しております。また、本決議に際しては、監査

役全員の同意を得ております。なお、第32期（平成22年１月１日～平成22年12月31日）期初において決定・公表

した通期の連結売上高計画値は17,300百万円であります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 34 －

連結子会社 － － 18 －

計 － － 53 －

②【その他重要な報酬の内容】

 当社の連結子会社であるOPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.他２社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワーク

に属しているDeloitte Touche Tohmatsuグループに対して、監査証明業務等に基づく報酬18百万円を支払ってお

ります。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　当社監査法人に対する監査報酬は、監査日数、当社の規模や事業の特性等を勘案し、当社監査役会の同意を得た

上で、適切に決定しております。

 

EDINET提出書類

オプテックス株式会社(E01998)

有価証券報告書

 39/107



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、以

下「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財

務諸表等規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位をもって記載することに変更致しました。なお、比較

を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の財務諸表については、

監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）の財務諸表については、有限責任監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。 
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,683 6,206

受取手形及び売掛金 ※3
 4,069

※3
 3,532

有価証券 695 1,466

たな卸資産 2,644 －

商品及び製品 － 1,379

仕掛品 － 62

原材料及び貯蔵品 － 587

繰延税金資産 453 323

その他 637 706

貸倒引当金 △30 △31

流動資産合計 14,153 14,233

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,924 2,926

減価償却累計額 △1,480 △1,579

建物及び構築物（純額） 1,443 1,347

機械装置及び運搬具 483 525

減価償却累計額 △277 △350

機械装置及び運搬具（純額） 206 175

工具、器具及び備品 3,798 3,881

減価償却累計額 △3,223 △3,500

工具、器具及び備品（純額） 575 381

土地 ※2
 1,203

※2
 1,203

建設仮勘定 5 8

有形固定資産合計 3,433 3,115

無形固定資産

のれん 260 149

その他 241 263

無形固定資産合計 501 413

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 2,149

※1
 2,010

長期貸付金 39 29

繰延税金資産 805 647

その他 ※4
 325

※4
 342

貸倒引当金 △17 △56

投資その他の資産合計 3,301 2,972

固定資産合計 7,237 6,502

資産合計 21,391 20,735
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 849 660

短期借入金 86 77

1年内返済予定の長期借入金 ※4
 12

※4
 6

未払法人税等 294 44

繰延税金負債 25 18

賞与引当金 59 75

その他 798 668

流動負債合計 2,127 1,552

固定負債

長期借入金 ※4
 7 －

繰延税金負債 196 69

再評価に係る繰延税金負債 ※2
 6

※2
 6

退職給付引当金 598 695

役員退職慰労引当金 363 382

その他 16 16

固定負債合計 1,189 1,170

負債合計 3,317 2,722

純資産の部

株主資本

資本金 2,798 2,798

資本剰余金 3,653 3,653

利益剰余金 12,081 11,834

自己株式 △534 △537

株主資本合計 17,998 17,748

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △37 36

土地再評価差額金 ※2
 10

※2
 10

為替換算調整勘定 △1,080 △886

評価・換算差額等合計 △1,107 △839

新株予約権 0 2

少数株主持分 1,183 1,101

純資産合計 18,074 18,013

負債純資産合計 21,391 20,735
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 20,916 15,124

売上原価 9,951 7,543

売上総利益 10,965 7,581

販売費及び一般管理費

販売促進費 65 29

製品保証費 66 52

荷造運搬費 322 256

広告宣伝費 183 135

貸倒引当金繰入額 24 20

役員報酬及び給料手当 2,735 2,577

賞与引当金繰入額 41 34

退職給付費用 104 116

役員退職慰労引当金繰入額 42 18

減価償却費 205 208

支払手数料 131 92

研究開発費 ※1
 1,810

※1
 1,440

のれん償却額 173 89

その他 2,395 1,886

販売費及び一般管理費合計 8,303 6,960

営業利益 2,661 620

営業外収益

受取利息 174 85

受取賃貸料 28 20

為替差益 － 37

その他 44 67

営業外収益合計 247 209

営業外費用

支払利息 5 3

為替差損 329 －

賃貸費用 45 23

持分法による投資損失 1 6

投資事業組合運用損 － 58

その他 37 4

営業外費用合計 419 95

経常利益 2,489 735
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※2
 5

※2
 1

投資有価証券売却益 0 17

投資有価証券償還益 － 89

債務免除益 39 －

特別利益合計 45 107

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 12

※3
 6

投資有価証券評価損 354 189

投資有価証券償還損 88 －

関係会社株式売却損 29 －

関係会社清算損 － 15

貸倒引当金繰入額 － 30

減損損失 － ※5
 15

のれん減損損失 ※4
 215

※4
 21

退職給付制度改定損 － 17

特別損失合計 701 295

税金等調整前当期純利益 1,833 547

法人税、住民税及び事業税 980 154

法人税等調整額 △230 99

法人税等合計 750 253

少数株主利益又は少数株主損失（△） 78 △38

当期純利益 1,004 332
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,792 2,798

当期変動額

新株の発行 5 －

当期変動額合計 5 －

当期末残高 2,798 2,798

資本剰余金

前期末残高 3,647 3,653

当期変動額

新株の発行 5 －

当期変動額合計 5 －

当期末残高 3,653 3,653

利益剰余金

前期末残高 11,755 12,081

当期変動額

剰余金の配当 △678 △579

当期純利益 1,004 332

当期変動額合計 326 △247

当期末残高 12,081 11,834

自己株式

前期末残高 △48 △534

当期変動額

自己株式の取得 △486 △2

当期変動額合計 △486 △2

当期末残高 △534 △537

株主資本合計

前期末残高 18,147 17,998

当期変動額

新株の発行 10 －

剰余金の配当 △678 △579

当期純利益 1,004 332

自己株式の取得 △486 △2

当期変動額合計 △148 △250

当期末残高 17,998 17,748

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 47 △37

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△85 73

当期変動額合計 △85 73

当期末残高 △37 36
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

土地再評価差額金

前期末残高 10 10

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 － －

当期末残高 10 10

為替換算調整勘定

前期末残高 404 △1,080

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,485 194

当期変動額合計 △1,485 194

当期末残高 △1,080 △886

評価・換算差額等合計

前期末残高 462 △1,107

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,570 268

当期変動額合計 △1,570 268

当期末残高 △1,107 △839

新株予約権

前期末残高 － 0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 2

当期変動額合計 0 2

当期末残高 0 2

少数株主持分

前期末残高 874 1,183

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 308 △81

当期変動額合計 308 △81

当期末残高 1,183 1,101

純資産合計

前期末残高 19,484 18,074

当期変動額

新株の発行 10 －

剰余金の配当 △678 △579

当期純利益 1,004 332

自己株式の取得 △486 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,261 189

当期変動額合計 △1,410 △60

当期末残高 18,074 18,013
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,833 547

減価償却費 633 583

のれん償却額 173 89

退職給付引当金の増減額（△は減少） 56 96

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 28 18

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12 39

受取利息及び受取配当金 △189 △94

支払利息 5 3

為替差損益（△は益） 77 △13

持分法による投資損益（△は益） 1 6

投資有価証券評価損益（△は益） 354 189

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △17

投資有価証券償還損益（△は益） 88 △89

関係会社株式売却損益（△は益） 29 －

固定資産除売却損益（△は益） 7 4

債務免除益 △39 －

減損損失 － 15

のれん減損損失 215 21

関係会社清算損益（△は益） － 15

売上債権の増減額（△は増加） 308 582

たな卸資産の増減額（△は増加） △361 669

仕入債務の増減額（△は減少） △51 △245

未収消費税等の増減額（△は増加） △37 －

その他 △127 △169

小計 3,021 2,253

利息及び配当金の受取額 188 89

利息の支払額 △6 △3

法人税等の支払額 △1,439 △349

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,764 1,989

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △899 △3,044

有価証券の売却及び償還による収入 611 3,047

投資有価証券の取得による支出 △1,004 △513

投資有価証券の売却による収入 535 95

有形固定資産の取得による支出 △452 △188

有形固定資産の売却による収入 17 1

無形固定資産の取得による支出 △199 △107

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △350 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 ※3

 29 －

貸付けによる支出 △28 △38

貸付金の回収による収入 15 18

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,724 △730
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 15 △11

長期借入れによる収入 1 －

長期借入金の返済による支出 △12 △14

株式の発行による収入 10 －

関係会社株式売却による収入 153 －

配当金の支払額 △678 △578

少数株主への配当金の支払額 △36 △46

自己株式の取得による支出 △485 △0

その他 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,033 △651

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,158 155

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,151 764

現金及び現金同等物の期首残高 7,834 5,683

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 5,683

※1
 6,447
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　16社

　連結子会社名

　オプテックス・エフエー㈱

　日本エフ・エーシステム㈱

　技研トラステム㈱

　㈱ジーニック

　OPTEX INCORPORATED

　OPTEX TECHNOLOGIES INC.

　OPTEX(EUROPE), LTD.

　FARSIGHT SECURITY SERVICES,LTD.

　OPTEX SECURITY SAS

　OPTEX TECHNOLOGIES B.V.

　OPTEX SECURITY Sp.z o.o.

　OPTEX KOREA CO., LTD.

　OPTEX(H.K.),LTD.

　OPTEX(DONGGUAN) CO.,LTD.

　OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.

　オーパルオプテックス㈱

　なお、平成20年２月に関連会社であったSECUMATIC B.V.

（現OPTEX TECHNOLOGIES B.V.)の株式を追加取得し、ま

た平成20年８月に㈱ジーニックの全株式を取得し、新た

に連結子会社となりました。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　15社

　連結子会社名

　オプテックス・エフエー㈱

　日本エフ・エーシステム㈱

　技研トラステム㈱

　㈱ジーニック

　OPTEX INCORPORATED

　OPTEX TECHNOLOGIES INC.

　OPTEX(EUROPE), LTD.

　FARSIGHT SECURITY SERVICES,LTD.

　OPTEX SECURITY SAS

　OPTEX TECHNOLOGIES B.V.

　OPTEX SECURITY Sp.z o.o.

　OPTEX KOREA CO., LTD.

　OPTEX(H.K.),LTD.

　OPTEX(DONGGUAN) CO.,LTD.

　オーパルオプテックス㈱

　なお、OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.は、平成21年８

月21日に清算結了したため、連結の範囲から除外してお

りますが、清算結了までの損益計算書については連結し

ております。 

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数　　２社

持分法適用関連会社名

ジックオプテックス㈱

オフロム㈱

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数　　２社

持分法適用関連会社名

ジックオプテックス㈱

オフロム㈱

持分法を適用していない関連会社の数　　１社

持分法非適用関連会社名

㈱イー・ルミネックス

持分法を適用しない理由

　財務及び営業または事業の方針の決定に対する影響

が一時的であると認められるため、持分法の適用範囲

から除外しております。

持分法を適用していない関連会社の数　　１社

持分法非適用関連会社名

㈱イー・ルミネックス

持分法を適用しない理由

　当期純利益及び利益剰余金等に重要な影響を及ぼし

ていないため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。

　なお、ジーニック株式会社の決算日は３月31日でした

が、当社による子会社化に伴い、当連結会計年度より12月

31日に変更いたしました。これに伴い、当連結会計年度は

平成20年７月１日から平成20年12月31日までの６ヶ月決

算となっております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②　たな卸資産

　主として総平均法に基づく原価法

②　たな卸資産

　主として総平均法による原価法（収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公

表分）を適用し、評価基準については主として総平均

法による原価法から、主として総平均法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更

しております。

なお、この変更による損益への影響は軽微でありま

す。

また、セグメントに与える影響は、セグメント情報

に記載しております。　　

③　デリバティブ

　時価法

③　デリバティブ

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結

子会社は定額法を採用しております。（ただし、当社

及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）は定額法によっており

ます。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　７～38年

工具器具及び備品　　２～15年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結

子会社は主として定額法を採用しております。（た

だし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法に

よっております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　７～38年

工具器具及び備品　　２～15年

②　無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

──────

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

③　長期前払費用

　契約期間等に対応した定額法　

　　

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として連

結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎

として、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数として、残存価格を零とする

定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

（会計方針の変更）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号（平

成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

この変更に伴う当連結会計年度の損益に与える影

響はありません。

④　長期前払費用

同左

　　

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、主として支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。

②　賞与引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時での従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認められる額を計

上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　　　（追加情報）

　平成21年12月に適格退職年金制度及び退職一時金

制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

　本移行に伴う影響額は、「退職給付制度改定損」

として特別損失に17百万円計上しております。

④　役員退職慰労引当金

　当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支

給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上

しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

　外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は連結会計年度末

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に含めて計上しており

ます。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、主

として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(5)              ──────

　

(6）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(6）消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価評価

法を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．のれんの償却に関する事項

　のれんは、５年間で償却することとしております。

６．のれんの償却に関する事項

同左

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

────── （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取り扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取り扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必

要な修正を行っております。

　なお、この適用による損益への影響は軽微であります。

　また、セグメントに与える影響は、セグメント情報に記

載しております。　
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

────── （連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ1,800百万円、96百万円、746百万円であります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に

含めて記載しておりました「投資事業組合運用損」は、

金額的重要性が増したため当連結会計年度より区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の営業外費用の

「その他」に含まれる「投資事業組合運用損」は13百

万円であります。　　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度で区分掲記しておりました営業活動

によるキャッシュ・フローの「未収消費税等の増減

額」は、重要性が乏しいため営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めて表示しております。な

お、当連結会計年度の「その他」に含まれる「未収消費

税等の増減額」は88百万円であります。　

　

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

重要な減価償却資産の減価償却の方法

　有形固定資産 

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当

連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。これにより、営業利益

が22百万円、経常利益及び税金等調整前当期純利益が23

百万円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

──────
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年12月31日）

当連結会計年度
（平成21年12月31日）

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 160百万円 投資有価証券（株式） 150百万円

※２　連結財務諸表提出会社は「土地の再評価に関する法

律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土

地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」

（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき事業

用土地の再評価を行い、当該評価差額のうち法人税

その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金

に相当する金額を土地再評価に係る繰延税金負債と

して負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除し

た金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上

しております。

※２　連結財務諸表提出会社は「土地の再評価に関する法

律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土

地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」

（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき事業

用土地の再評価を行い、当該評価差額のうち法人税

その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金

に相当する金額を土地再評価に係る繰延税金負債と

して負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除し

た金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上

しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために、国税庁長官が定めて公表

した方法により算出した価額に基づいて、奥行価

格補正等合理的な調整を行って算出したほか、第

５号に定める不動産鑑定評価額に基づいて算出し

ております。

再評価を行った年月日　　　平成11年12月31日

当該事業用土地の再評価直前の帳簿価額

 715百万円

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額

 732百万円

なお、当該事業用地の平成20年12月31日における時

価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を300百

万円下回っております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために、国税庁長官が定めて公表

した方法により算出した価額に基づいて、奥行価

格補正等合理的な調整を行って算出したほか、第

５号に定める不動産鑑定評価額に基づいて算出し

ております。

再評価を行った年月日　　　平成11年12月31日

当該事業用土地の再評価直前の帳簿価額

 　 715百万円

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額

 732百万円

なお、当該事業用地の平成21年12月31日における時

価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を303百

万円下回っております。

※３　受取手形(輸出手形)割引高 3百万円 ※３　受取手形(輸出手形)割引高 3百万円

※４　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

※４　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

差入保証金 20百万円 差入保証金 20百万円

担保付債務は、次のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金 5百万円

長期借入金 5百万円

担保付債務は、次のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金 5百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※１　研究開発費の総額は1,810百万円であります。 ※１　研究開発費の総額は1,440百万円であります。

※２　固定資産売却益の主な内容 ※２　固定資産売却益の主な内容

機械装置及び運搬具 5百万円

工具器具及び備品 0百万円

　　

機械装置及び運搬具 1百万円

工具、器具及び備品 0百万円

　計 1百万円

※３　固定資産除却損の主な内容 ※３　固定資産除売却損の主な内容

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円　

工具器具及び備品 8百万円

機械装置及び運搬具 0百万円　

工具、器具及び備品 5百万円

　計 6百万円

※４　のれん減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上いたしました。

①　減損損失を認識した資産

用途 種類 場　所
減損損失
（百万円）

－ のれん
FARSIGHT SECURITY SERVICES,LTD.
　（英国 ケンブリッジシャー州）

187

－ のれん
日本エフ・エーシステム㈱
（横浜市港北区）

28

②　減損損失の認識に至った経緯

　取得時に検討した事業計画において、当初想定し

ていた収益が見込めなくなったことから減損損失

を認識しております。

③　回収可能性の算定方法

　帳簿価格を全額減損損失としております。

　　　　　──────

※４　のれん減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについてのれん減損損失を計上いたしまし

た。

①　のれん減損損失を認識した資産

用途 種類 場　所
減損損失（百
万円）

－ のれん
日本エフ・エーシステム㈱
（横浜市港北区）

21

②　減損損失の認識に至った経緯

　取得時に検討した事業計画において、当初想定し

ていた収益が見込めなくなったことから減損損失

を認識しております。

③　回収可能性の算定方法

　帳簿価格を全額減損損失としております。

　

※５　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上いたしました。

①　減損損失を認識した資産

用途 種類 場　所
減損損失（百
万円）

事業用資産 ソフトウェア － 15

　

②　減損損失の認識に至った経緯

　取得時に検討した事業計画において、当初想定し

ていた収益が見込めなくなったことから減損損失

を認識しております。

③　回収可能性の算定方法

　帳簿価格を全額減損損失としております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１． 16,972,396 12,200 － 16,984,596

合計 16,972,396 12,200 － 16,984,596

自己株式     

普通株式　（注）２． 26,549 402,179 － 428,728

合計 26,549 402,179 － 428,728

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加12,200株は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き発行された新株予約権（旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行された新株引受権を含む。）の権利行使に

よるものであります。

２．普通株式の自己株式数の増加402,179株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加400,000株、単元

未満株式の買取りによる増加1,279株及び持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分の増

加900株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成14年ストック・オプ

ション（新株引受権）

（注）１．

普通株式 13,700 － 13,700 － －

平成15年ストック・オプ

ション（新株予約権）
普通株式 111,150 － － 111,150 －

平成16年ストック・オプ

ション（新株予約権）
普通株式 148,200 － － 148,200 －

連結子会社

平成20年ストック・オプ

ション（新株予約権）

（注）２．３．

普通株式 － 250 － 250 0

合計 － 273,050 250 13,700259,600 0

（注）１．平成14年ストック・オプション（新株引受権）の当連結会計年度減少は、権利行使及び権利行使期間の期限到

来によるものであります。

２．連結子会社における平成20年ストック・オプション（新株予約権）の当連結会計年度増加は、新株予約権の発

行によるものであります。

３．連結子会社における平成20年ストック・オプション（新株予約権）は、権利行使期間の初日が到来しておりま

せん。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月29日

定時株主総会
普通株式 339 20 平成19年12月31日平成20年３月31日

平成20年８月６日

取締役会
普通株式 339 20 平成20年６月30日平成20年９月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月28日

定時株主総会
普通株式 331 利益剰余金 20平成20年12月31日平成21年３月30日
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当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 16,984,596 － － 16,984,596

合計 16,984,596 － － 16,984,596

自己株式     

普通株式　（注） 428,728 3,495 － 432,223

合計 428,728 3,495 － 432,223

（注）普通株式の自己株式数の増加3,495株は、単元未満株式の買取りによる増加495株及び持分法適用会社が取得した自

己株式（当社株式）の当社帰属分の増加3,000株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成15年ストック・オプ

ション（新株予約権）

（注）１．　

普通株式 111,150 － 111,150 － －

平成16年ストック・オプ

ション（新株予約権）
普通株式 148,200 － － 148,200 －

連結子会社

平成20年ストック・オプ

ション（新株予約権）

（注）２．

普通株式 250 － － 250 2

合計 － 259,600 － 111,150148,450 2

（注）１．平成15年ストック・オプション（新株予約権）の当連結会計年度減少は、権利行使期間の期限到来によるもの

であります。

２．連結子会社における平成20年ストック・オプション（新株予約権）は、権利行使期間の初日が到来しておりま

せん。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月28日

定時株主総会
普通株式 331 20 平成20年12月31日平成21年３月30日

平成21年８月５日

取締役会
普通株式 248 15 平成21年６月30日平成21年９月３日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年３月27日

定時株主総会
普通株式 248 利益剰余金 15平成21年12月31日平成22年３月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 5,683百万円

現金及び現金同等物 5,683百万円

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 6,206百万円

有価証券勘定に含まれる

現金同等物

240百万円

現金及び現金同等物 6,447百万円

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たにジーニック株式会社を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びにジーニック株式会社株式の取得価額と取得の

ための支出との関係は次のとおりであります。

ジーニック株式会社

流動資産 248百万円

固定資産 31百万円

のれん 207百万円

流動負債 △87百万円

固定負債 △15百万円

当該子会社株式の取得価額 385百万円

当該子会社の現金及び現金

同等物

34百万円

当該子会社株式取得による

支出

△350百万円

──────

　

※３　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たにOPTEX TECHNOLOGIES B.V.

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びにOPTEX TECHNOLOGIES B.V.株式の取得価

額と取得のための支出との関係は次のとおりであり

ます。

OPTEX TECHNOLOGIES B.V.

流動資産 373百万円

固定資産 23百万円

のれん 7百万円

流動負債 △256百万円

少数株主持分 △68百万円

支配獲得前当社持分 △42百万円

当該子会社株式の取得価額 36百万円

当該子会社の現金及び現金

同等物

66百万円

当該子会社取得による収入 29百万円

──────
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　（ア）有形固定資産

　　　　　該当ありません。

　　（イ）無形固定資産

　　　　　該当ありません。

　②　リース資産の減価償却方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が適用初年度開始前のリース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額（百
万円）

期末残高相
当額
（百万円）

ソフトウェア 47 17 30
工具器具及び
備品

4 1 2

合計 51 18 32

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額（百
万円）

期末残高相
当額
（百万円）

ソフトウェア 47 26 20
工具、器具　及
び備品

4 2 1

合計 51 28 22

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 22百万円

合計 32百万円

１年内 10百万円

１年超 12百万円

合計 22百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 0百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

　 （減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありません。　
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成20年12月31日）当連結会計年度（平成21年12月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの

(1）株式 107 123 15 72 108 36

(2）債券       

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 219 219 0 517 519 1

③その他 100 100 0 377 437 60

(3）その他 － － － 163 164 1

小計 427 444 17 1,130 1,230 100

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの

(1）株式 269 205 △63 193 183 △9

(2）債券       

①国債・地方債等 0 0 － 0 0 －

②社債 99 95 △4 400 398 △1

③その他 499 494 △5 100 89 △10

(3）その他 72 72 － 49 46 △2

小計 941 867 △73 742 717 △24

合計 1,368 1,312 △56 1,872 1,948 75

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度において、その他有価証券で時

価のあるものについて減損処理（株式23百万円、債券200百万円、その他74百万円）を行い、投資有価証券評価損

298百万円を計上しております。当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理

（株式120百万円）を行い、投資有価証券評価損120百万円を計上しております。

　その他有価証券で時価のあるものの減損処理にあたっては、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場

合を除き、時価が帳簿価額に比べ30％以上下落した場合には全て減損処理を行っております。

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

425 27 26 90 17 －

３．時価評価されていない有価証券の主な内容

 
前連結会計年度（平成20年12月31日）当連結会計年度（平成21年12月31日）
連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 384 316

非上場債券 600 600

コマーシャルペーパー 99 －

投資事業有限責任組合出資証券 287 221

その他 － 240

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度において、その他有価証券で時

価のないものについて減損処理（株式56百万円）を行い、投資有価証券評価損56百万円を計上しております。当

連結会計年度において、その他有価証券で時価のないものについて減損処理（株式69百万円）を行い、投資有価

証券評価損69百万円を計上しております。

　その他有価証券で時価のないものの減損処理にあたっては、１株当たり純資産が取得時と比べ50％以上下落し

た場合等には原則減損としますが、個別に回復可能性を判断し最終的な減損処理の要否を決定しております。
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４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成20年12月31日） 当連結会計年度（平成21年12月31日）

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円)

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円)

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － 0 － 0 － － －

(2）社債 199 95 20 － 798 98 20 －

(3）その他 506 389 300 － 427 99 － 600

２．その他         

(1）投資信託受益証券 － － 18 － － 60 46 －

(2）投資事業有限責任

組合出資証券
－ － 287 － － 45 175 －

(3）コマーシャルペー

パー
99 － － － － － － －

(4）その他 － － － － 240 － － －

合計 805 484 625 － 1,466 305 242 600

　

（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

(1）取引の内容及び利用目的

　当社のデリバティブ取引は、通貨オプション取引を利用

しており、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替変動リ

スクの回避及び資金の効率的運用を目的としておりま

す。

(1）取引の内容及び利用目的

　当社のデリバティブ取引は、為替予約取引及び通貨オプ

ション取引を利用しており、外貨建金銭債権債務に係る

将来の為替変動リスクの回避及び資金の効率的運用を目

的としております。

(2）取引に対する取組方針

　当社は通貨オプション取引について、リスク回避目的に

関しては対象となる資産または負債の範囲内、運用目的

に関しては金融資産の運用範囲内で行う方針でありま

す。

　なお、投機目的での運用は行わない方針であります。

(2）取引に対する取組方針

　当社は為替予約取引及び通貨オプション取引について、

リスク回避目的に関しては対象となる資産または負債の

範囲内、運用目的に関しては金融資産の運用範囲内で行

う方針であります。

　なお、投機目的での運用は行わない方針であります。

(3）取引に係るリスクの内容

　当社が利用している通貨オプション取引は、為替変動の

リスクを有しております。

　なお、当社のデリバティブ取引の契約先は信用度の高い

金融機関であるため、相手方の契約不履行による信用リ

スクはほとんど無いと認識しております。

(3）取引に係るリスクの内容

　当社が利用している為替予約取引及び通貨オプション

取引は、為替変動のリスクを有しております。

　なお、当社のデリバティブ取引の契約先は信用度の高い

金融機関であるため、相手方の契約不履行による信用リ

スクはほとんど無いと認識しております。

(4）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の実行及び管理については、取締役会

で定められた社内規定に従い、管理部にて実施しており

ます。また、毎月開催される取締役会に、デリバティブ取

引も含んだ財務報告をすることにより、取引状況の管理

を行っております。

(4）取引に係るリスク管理体制

同左
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２．取引の時価等に関する事項

通貨関連

区分 種類

前連結会計年度（平成20年12月31日） 当連結会計年度（平成21年12月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取

引以外

の取引

通貨オプション

取引
        

買建         

プット         

ユーロ
115

(1)

－

(－)

－

(0)

－

(△0)

92

(1)

－

(－)

－

(0)

－

(△0)

ポンド
65

(1)

－

(－)

－

(2)

－

(0)

29

(0)

－

(－)

－

(0)

－

(△0)

売建         

コール         

ユーロ
230

(1)

－

(－)

－

(2)

－

(△0)

184

(1)

－

(－)

－

(1)

－

(0)

ポンド
131

(1)

－

(－)

－

(0)

－

(0)

58

(0)

－

(－)

－

(0)

－

(0)

為替予約取引         

売建         

コール         

ユーロ － － － － 39 － 0 0

ポンド － － － － 21 － △0 △0

合計 － －
－

(6)

－

(△0)
－ －

0

(2)

0

(△0)

前連結会計年度  当連結会計年度

　（注）１．（　）内の金額はオプション料であります。  　（注）１．同左

２．オプション料の時価は、取引先金融機関から

提示された価格によるものであります。

 ２．時価の算定方法は、取引先金融機関から提示

された価格によるものであります。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。その他、滋賀経済産業厚生年金基金、全国電子情報技

術産業厚生年金基金及び中小企業退職金共済に加入して

おりますが、当該厚生年金制度は退職給付会計に関する

実務指針第33項の例外処理を行う制度であります。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数

事業主制度に関する事項は次の通りであります。

１．退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。その他、滋賀経済産業厚生年金基金、全国電子情報技

術産業厚生年金基金及び中小企業退職金共済に加入して

おりますが、当該厚生年金制度は退職給付会計に関する

実務指針第33項の例外処理を行う制度であります。

また、当社は平成21年12月に退職金規程を改定すると

ともに、適格退職年金制度及び退職一時金制度の一部に

ついて確定拠出年金制度へ移行し「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。　

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

① 制度全体の積立状況に関する事項

（平成20年３月31日現在）

　 滋賀経済産業

厚生年金基金　

全国電子情報技術　

産業厚生年金基金

年金資産の額 9,148百万円 194,286百万円

年金財政計算上の

給付債務の額

　

9,874

　

百万円

　

226,155

　

百万円

差引額 △725百万円 △31,868百万円

① 制度全体の積立状況に関する事項

（平成21年３月31日現在）

　 滋賀経済産業

厚生年金基金　

全国電子情報技術　

産業厚生年金基金

年金資産の額 7,398百万円 165,146百万円

年金財政計算上の

給付債務の額

　

10,424

　

百万円

　

233,100

　

百万円

差引額 △3,025百万円 △67,953百万円

② 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

（平成20年３月31日現在）

滋賀経済産業

厚生年金基金

全国電子情報技術

産業厚生年金基金　

8.54％ 0.15％　

② 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

（平成21年３月31日現在）

滋賀経済産業

厚生年金基金

全国電子情報技術

産業厚生年金基金　

9.42％ 0.17％　

③ 補足説明

滋賀経済産業厚生年金基金 

　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去

勤務債務残高264百万円及び繰越不足額461百万円であ

ります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期

間11年の元利均等償却であり、当社グループは、当期の

連結財務諸表上、特別掛金５百万円を費用処理してお

ります。

全国電子情報技術産業厚生年金基金

　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去

勤務債務残高23,265百万円及び繰越不足額8,603百万

円であります。本制度における過去勤務債務の償却方

法は期間20年の元利均等償却であり、当社グループは、

当期の連結財務諸表上、特別掛金３百万円を費用処理

しております。　　

なお、上記②の割合は、当社の実際の負担額とは一

致しません。

③ 補足説明

滋賀経済産業厚生年金基金

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高204百万円及び繰越不足額2,821百

万円であります。本制度における過去勤務債務の償

却方法は期間11年の元利均等償却であり、当期の連

結財務諸表上、特別掛金５百万円を費用処理してお

ります。

全国電子情報技術産業厚生年金基金

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高21,468百万円及び繰越不足額

46,485百万円であります。本制度における過去勤務

債務の償却方法は期間20年の元利均等償却でありま

す。　　

なお、上記②の割合は、当社の実際の負担額とは一

致しません。
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

２．退職給付債務及びその内訳

退職給付債務 △1,072　百万円

年金資産残高 398　百万円　

未積立退職給付債務 △674　百万円　

未認識数理計算上の差異 75　百万円　

退職給付引当金 △598　百万円　

　

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △590　百万円

未積立退職給付債務 △590　百万円　

未認識数理計算上の 21　百万円　

未認識過去勤務債務 △126　百万円　

退職給付引当金 △695　百万円　

（注）当社の確定拠出年金制度への移行に伴う影響額は

以下のとおりであります。

退職給付債務の減少 436百万円　

年金資産残高の減少 △436百万円　

未認識数理計算上の差異 △17百万円

退職給付引当金の増加 △17百万円

　

３．退職給付費用の内訳

退職給付費用

勤務費用 83　百万円

利息費用 17　百万円　

期待運用収益（減算） △6　百万円　

数理計算上の差異の費用処理額 8　百万円　

厚生年金基金への掛金額 66　百万円　

退職給付費用 168　百万円　

３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用　

勤務費用 87　百万円

利息費用 18　百万円　

期待運用収益（減算） △5　百万円　

数理計算上の差異の費用処理額 15　百万円　

厚生年金基金への掛金額 68　百万円　

退職給付費用 184　百万円　

確定拠出年金制度への移行に伴う損

益
17　百万円　

計 202　百万円　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 2.0％　

期待運用収益率 1.5％　

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準　

数理計算上の差異の処理年数 10年　

（追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19

年５月15日）を適用しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 2.0％　

期待運用収益率 1.5％　

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準　

数理計算上の差異の処理年数

過去勤務債務の処理年数　

10年

10年　
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度にける費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　　　０百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 　提出会社 提出会社 提出会社

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人
数

当社取締役　４名
当社従業員　55名

当社取締役　４名
当社従業員　５名

当社取締役　３名
当社監査役　３名
当社従業員　６名

ストック・オプション数
（注）

普通株式　157,800株 普通株式　208,650株 普通株式　148,200株

付与日 平成14年５月31日 平成15年７月１日 平成16年７月１日

権利確定条件

　権利行使時において、当社、
当社の子会社または関連会
社の取締役または従業員の
いずれかの地位にあること
を要する。ただし、任期満了
による退任、定年退職の場合
はこの限りでない。
　その他の条件については、
平成14年３月28日開催の定
時株主総会及び取締役会に
基づき、当社と付与の対象者
との間で締結した権利付与
契約に定めるところによる。

　権利行使時において、当社
または当社の子会社の取締
役または従業員のいずれか
の地位にあることを要する。
ただし、退任、定年退職の場
合はこの限りでない。
　その他の条件については、
平成15年３月29日開催の定
時株主総会決議及び取締役
会決議に基づき、当社と付与
の対象者との間で締結した
権利付与契約に定めるとこ
ろによる。

　権利行使時において、当社
または当社の子会社の取締
役、監査役または従業員のい
ずれかの地位にあることを
要する。ただし、退任、定年退
職の場合等はこの限りでな
い。
　その他の条件については、
平成16年３月27日開催の定
時株主総会決議及び取締役
会決議に基づき、当社と付与
の対象者との間で締結した
権利付与契約に定めるとこ
ろによる。

対象勤務期間 　定めておりません。 　定めておりません。 　定めておりません。

権利行使期間
自　平成16年４月１日
至　平成20年３月31日

自　平成17年４月１日
至　平成21年３月31日

自　平成18年４月１日
至　平成22年３月31日

　（注）株式数に換算しております。

なお、平成16年２月20日付株式分割（普通株式１株を1.5株に分割）及び平成19年１月１日付株式分割（普通株

式１株を1.3株に分割）による分割後の株式数に換算して記載しております。

会社名 オプテックス・エフエー㈱

 
平成20年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
同社取締役　５名
同社従業員　18名

ストック・オプション数
（注）

普通株式　250株

付与日 平成20年12月１日

権利確定条件
　本新株予約権の権利行使時において、同社または同社の関連会社の取締役、監査役また
は従業員の地位にあること。

対象勤務期間
自　平成20年12月２日
至　平成22年12月１日

権利行使期間
自　平成22年12月２日
至　平成24年11月30日

　（注）株式数に換算しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　（株）    

前連結会計年度末 13,700 111,150 148,200

権利確定 － － －

権利行使 12,200 － －

失効 1,500 － －

未行使残 － 111,150 148,200

　（注）上記株式数は、平成16年２月20日付株式分割（普通株式１株を1.5株に分割）及び平成19年１月１日付株式分割

（普通株式１株を1.3株に分割）による分割後の株式数に換算して記載しております。

会社名 オプテックス・エフエー㈱

 
平成20年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 250

失効 －

権利確定 －

未確定残 250

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －
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②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 883 1,174 2,502

行使時平均株価　　　　　（円） 1,377 － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

　（注）上記権利行使価格は、平成16年２月20日付株式分割（普通株式１株を1.5株に分割）及び平成19年１月１日付株式

分割（普通株式１株を1.3株に分割）による分割後の権利行使価格に調整して記載しております。

会社名 オプテックス・エフエー㈱

 
平成20年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 84,200

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） 19,928

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のと

おりであります。

　オプテックス・エフエー㈱平成20年ストック・オプション

　①　使用した評価技法　　　　　　ブラック・ショールズ式

　②　主な基礎数値及び見積方法

会社名 オプテックス・エフエー㈱

 
平成20年

ストック・オプション

価格変動性　（注）１ 47.9％

予想残存期間　（注）２ 3.0年

予想配当　（注）３ 4,400円／株

無リスク利子率　（注）４ 0.71％

　（注）１．平成17年11月28日の週から平成20年12月１日の週までの株価実績に基づき、週次で算定しております。

　２．過去の権利行使実績から合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において権利行使されるも

のと推定して見積もっております。

　３．平成20年12月期の配当実績によっております。

　４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　　　２百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

 
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　４名
当社従業員　５名

当社取締役　３名
当社監査役　３名
当社従業員　６名

ストック・オプション数（注） 普通株式　208,650株 普通株式　148,200株

付与日 平成15年７月１日 平成16年７月１日

権利確定条件

　権利行使時において、当社または当社の
子会社の取締役または従業員のいずれか
の地位にあることを要する。ただし、退
任、定年退職の場合はこの限りでない。
　その他の条件については、平成15年３月
29日開催の定時株主総会決議及び取締役
会決議に基づき、当社と付与の対象者と
の間で締結した権利付与契約に定めると
ころによる。

　権利行使時において、当社または当社の
子会社の取締役、監査役または従業員の
いずれかの地位にあることを要する。た
だし、退任、定年退職の場合等はこの限り
でない。
　その他の条件については、平成16年３月
27日開催の定時株主総会決議及び取締役
会決議に基づき、当社と付与の対象者と
の間で締結した権利付与契約に定めると
ころによる。

対象勤務期間 　定めておりません。 　定めておりません。

権利行使期間
自　平成17年４月１日
至　平成21年３月31日

自　平成18年４月１日
至　平成22年３月31日

　（注）株式数に換算しております。

なお、平成16年２月20日付株式分割（普通株式１株を1.5株に分割）及び平成19年１月１日付株式分割（普通株

式１株を1.3株に分割）による分割後の株式数に換算して記載しております。

会社名 オプテックス・エフエー㈱

 
平成20年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
同社取締役　５名
同社従業員　18名

ストック・オプション数（注） 普通株式　250株

付与日 平成20年12月１日

権利確定条件
　本新株予約権の権利行使時において、同社または同社の関連会社の取締役、監査役
または従業員の地位にあること。

対象勤務期間
自　平成20年12月２日
至　平成22年12月１日

権利行使期間
自　平成22年12月２日
至　平成24年11月30日

　（注）株式数に換算しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

 
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　（株）   

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　（株）   

前連結会計年度末 111,150 148,200

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 111,150 －

未行使残 － 148,200

　（注）上記株式数は、平成16年２月20日付株式分割（普通株式１株を1.5株に分割）及び平成19年１月１日付株式分割

（普通株式１株を1.3株に分割）による分割後の株式数に換算して記載しております。

会社名 オプテックス・エフエー㈱

 
平成20年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 250

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 250

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －
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②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社

 
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 1,174 2,502

行使時平均株価　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －

　（注）上記権利行使価格は、平成16年２月20日付株式分割（普通株式１株を1.5株に分割）及び平成19年１月１日付株式

分割（普通株式１株を1.3株に分割）による分割後の権利行使価格に調整して記載しております。

会社名 オプテックス・エフエー㈱

 
平成20年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 84,200

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） 19,928

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：百万円） （単位：百万円）

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産の未実現利益 189

たな卸資産 126

有価証券 36

未払事業税 32

その他 82

小　計　 467

評価性引当金　 △13

繰延税金資産（流動）計 453

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 240

繰越欠損金　 160

子会社株式　 154

連結会社間取引で発生したのれん 152

役員退職慰労引当金 147

投資有価証券 131

土地 96

研究開発費 91

その他 54

　小　計 1,230

評価性引当金 △425

繰延税金資産（固定）計 805

繰延税金負債（流動）  

その他 25

繰延税金負債（流動）計 25

繰延税金負債（固定）  

留保利益 196

繰延税金負債（固定）計 196

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産の未実現利益 164

たな卸資産 161

有価証券 44

賞与引当金 24

その他 59

小　計　 454

評価性引当金　 △97

繰延税金資産（流動）計

繰延税金負債（流動）

　未収事業税

　その他　

356　　

　

△23　

△27　　　

繰延税金負債（流動）計　 △51　

繰延税金資産（固定） 　

退職給付引当金 277

役員退職給付引当金 154

関係会社株式 153

繰越欠損金 150

研究開発費 114

連結会社間取引で発生したのれん 101

土地 96

投資有価証券 60

その他 35

　小　計 1,146

評価性引当金 △490

繰延税金資産（固定）計

繰延税金負債（固定）

　留保利益

　その他

656

　

△69　

△9　　

繰延税金負債（固定）計　 　　　　△78

繰延税金資産の純額  　　 　 882

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な原因別の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整）   

海外子会社の留保利益 △0.50％

のれん 3.56％

のれん減損損失　 2.54％

子会社との税率の差異 △4.02％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
1.17％

持分法損益 0.02％

住民税均等割 0.50％

試験研究費税額控除 △5.49％

外国税額控除 △1.38％

関係会社株式売却損益 3.28％

その他 0.80％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.92％

法定実効税率 40.44％

（調整）   

評価性引当金 30.22％

海外子会社の留保利益 △20.97％

子会社との税率の差異 △7.45％

のれん 6.62％

試験研究費税額控除 △4.39％

外国税額控除 △3.23％

交際費等永久に損金に算入されない

項目　

住民税均等割

のれん減損損失　

2.30

　

1.67　

1.56　

％　

　

％　

％　

その他 △0.42％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.35％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 
電子機器関連
事業（百万円）

その他の事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 20,862 54 20,916 － 20,916

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 34 34 (34) －

計 20,862 88 20,950 (34) 20,916

営業費用 18,217 83 18,301 (46) 18,255

営業利益 2,644 4 2,649 12 2,661

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及
び資本的支出

     

資産 16,518 141 16,659 4,731 21,391

減価償却費 607 12 620 13 633

減損損失 215 － 215 － 215

資本的支出 680 0 681 2 684

　（注）１．事業区分は、売上集計区分によっております。 

２．各事業に含まれている主要な製品の名称

(1）電子機器関連事業　……　防犯関連事業、自動ドア関連事業、産業機器関連事業、交通関連事業、

生産受託関連事業

(2）その他の事業　…………　スポーツクラブの運営

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

５．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,733百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、旧本社の固定資産（建物及び

構築物、土地）等の資産であります。

６．連結財務諸表に関する注記事項における「連結損益計算書関係」の「注５．のれん減損損失」に記載のと

おり、のれんに係る減損損失を計上しております。

７．「追加情報」で記載いたしましたとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより従来の

方法によった場合と比較して、電子機器関連事業における営業費用が22百万円増加し、同額営業利益が減少

しております。また、その他の事業における営業費用が０百万円増加し、同額営業利益が減少しております。

　

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　当グループにおける電子機器関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営

業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 日本
（百万円）

北米
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
13,407 2,067 3,452 1,989 20,916 － 20,916

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,989 － 9 3,571 7,570 (7,570) －

計 17,397 2,067 3,461 5,560 28,487 (7,570)20,916

営業費用 15,009 2,001 3,433 5,315 25,759 (7,504)18,255

営業利益 2,388 65 28 245 2,727 △65 2,661

Ⅱ　資産 13,117 808 1,912 1,854 17,692 3,698 21,391

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。
２．本邦以外の区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。
(1) 北米　…………　米国
(2) ヨーロッパ　…　イギリス、フランス、ポーランド、オランダ
(3) アジア　………　中国、香港、台湾、韓国
３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,733百万円であり、その主なものは、親会社で
の余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、旧本社の固定資産（建物及び
構築物、土地）等の資産であります。

５．「追加情報」で記載いたしましたとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年
度より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の
方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と
備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより従来の
方法によった場合と比較して、日本における営業費用が22百万円増加し、同額営業利益が減少しております。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

 日本
（百万円）

北米
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
9,931 1,563 2,304 1,325 15,124 － 15,124

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,639 － 6 2,306 4,951 (4,951) －

計 12,570 1,563 2,310 3,631 20,076 (4,951)15,124

営業費用 11,968 1,544 2,388 3,476 19,378 (4,873)14,504

営業利益又は営業損

失（△）
601 19 △77 155 698 △77 620

Ⅱ　資産 11,179 924 2,159 1,891 16,154 4,581 20,735

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。
２．本邦以外の区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。
(1) 北米　…………　米国
(2) ヨーロッパ　…　イギリス、フランス、ポーランド、オランダ
(3) アジア　………　中国、香港、台湾、韓国
３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,092百万円であり、その主なものは、親会社で
の余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、旧本社の固定資産（建物及び
構築物、土地）等の資産であります。

５．会計処理の変更 

　　（たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更）

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表
分）を適用し、評価基準については主として総平均法による原価法から、主として総平均法による原価法
（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。なお、この変更による損益への影響は軽
微であります。
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（リース取引に関する会計基準）

　当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

（連結財務諸表作成における会計処理に関する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、この変更に

よる損益への影響は軽微であります。　　　

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

海外売上高（百万円） 1,856 7,428 2,854 1,231 13,370

連結売上高（百万円） － － － － 20,916

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％）
8.9 35.5 13.6 5.9 63.9

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国、カナダ

(2）ヨーロッパ　…　ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア、イタリア

(3）アジア　………　香港、台湾、韓国

(4）その他　………　オセアニア、アフリカ、南米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

海外売上高（百万円） 1,404 5,024 1,941 783 9,154

連結売上高（百万円） － － － － 15,124

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％）
9.3 33.2 12.8 5.2 60.5

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国、カナダ

(2）ヨーロッパ　…　ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア、イタリア

(3）アジア　………　香港、台湾、韓国

(4）その他　………　オセアニア、アフリカ、南米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等

㈱シニアス

テーション

滋賀県

大津市
10人材派遣業 － － 　－

人材紹介、

ビル管理委

託及び不動

産賃貸

－ 　未払金 4

　（注）１．当社代表取締役社長小林　徹の近親者が議決権の100％を間接所有しております。

２．期末残高には消費税等の額を含んでおります。

３．人材紹介手数料及びビル管理委託料については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しており

ます。

４．不動産賃貸料については、近隣の相場を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用し

ております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

１．関連当事者との取引

記載すべき事項はありません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記　

記載すべき事項はありません。　
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 1,020円22銭

１株当たり当期純利益 59円74銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
59円72銭

　

１株当たり純資産額 1,021円52銭

１株当たり当期純利益 20円７銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 18,074 18,013

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
1,183 1,104

（うち少数株主持分（百万円）） (1,183) (1,101)

（うち新株予約権（百万円）） (0) (2)

普通株式に係る期末の純資産額（百万

円）
16,890 16,908

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
16,555,868 16,552,373

　（注）２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,004 332

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,004 332

期中平均株式数（株） 16,814,700 16,552,498

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － －

　（うち少数株主利益） － －

普通株式増加数（株） 7,361 －

（うち新株引受権） (603) －

（うち新株予約権） (6,758) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

提出会社

　平成16年３月27日定時株主総会

決議による新株予約権

普通株式　148,200株

連結子会社

　平成20年３月27日定時株主総会

決議による新株予約権

普通株式　250株

　　　　　　同左
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 86 77 0.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 12 6 2.5 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7 － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 107 84 － －

　（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報　

 

第１四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

第２四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第３四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第４四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

売上高（百万円） 3,647　 3,612 3,815 4,049　　

税金等調整前四半期純利益

又は税金等調整前四半期純

損失（△）（百万円）

△81　 106　　 209　　 313　

四半期純利益（百万円） 9　 45　 178　 98

１株当たり四半期純利益

（円）
0.57　 2.78　 10.78 5.95
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,666 2,394

受取手形 615 499

売掛金 ※1
 2,054

※1
 1,820

有価証券 695 1,225

商品 49 －

製品 1,038 －

商品及び製品 － 717

原材料 165 －

貯蔵品 14 －

原材料及び貯蔵品 － 165

前払費用 13 6

繰延税金資産 195 180

未収消費税等 65 －

未収入金 ※1
 464

※1
 387

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 － 29

その他 83 72

貸倒引当金 △1 △4

流動資産合計 7,123 7,495

固定資産

有形固定資産

建物 2,441 2,441

減価償却累計額 △1,148 △1,226

建物（純額） 1,293 1,214

構築物 215 215

減価償却累計額 △142 △150

構築物（純額） 72 64

機械及び装置 22 22

減価償却累計額 △19 △20

機械及び装置（純額） 2 1

車両運搬具 6 6

減価償却累計額 △6 △6

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 3,088 3,142

減価償却累計額 △2,729 △2,914

工具、器具及び備品（純額） 359 227

土地 ※2
 1,115

※2
 1,115

建設仮勘定 5 4

有形固定資産合計 2,848 2,628

無形固定資産

のれん 502 335

電話加入権 5 5

ソフトウエア 97 136

その他 26 －

無形固定資産合計 631 476
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,295 1,167

関係会社株式 3,046 3,015

出資金 4 4

関係会社出資金 825 839

従業員に対する長期貸付金 36 25

関係会社長期貸付金 － 29

破産更生債権等 10 48

長期前払費用 3 3

繰延税金資産 463 381

差入保証金 27 －

保険積立金 24 －

その他 9 62

貸倒引当金 △12 △50

投資その他の資産合計 5,733 5,525

固定資産合計 9,214 8,630

資産合計 16,337 16,126

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 462

※1
 450

短期借入金 69 77

未払金 ※1
 220

※1
 108

未払費用 110 110

未払法人税等 10 17

預り金 36 34

賞与引当金 40 37

その他 41 17

流動負債合計 992 855

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 ※2
 6

※2
 6

退職給付引当金 433 508

役員退職慰労引当金 249 245

その他 2 1

固定負債合計 691 762

負債合計 1,684 1,618
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,798 2,798

資本剰余金

資本準備金 3,649 3,649

資本剰余金合計 3,649 3,649

利益剰余金

利益準備金 370 370

その他利益剰余金

別途積立金 8,200 7,200

繰越利益剰余金 184 968

利益剰余金合計 8,754 8,538

自己株式 △526 △527

株主資本合計 14,675 14,459

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △32 38

土地再評価差額金 ※2
 10

※2
 10

評価・換算差額等合計 △22 48

純資産合計 14,653 14,507

負債純資産合計 16,337 16,126
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高

製品売上高 10,965 －

商品売上高 519 －

商品及び製品売上高 － 8,510

売上高合計 ※2
 11,485

※2
 8,510

売上原価

商品期首たな卸高 68 －

製品期首たな卸高 973 －

商品及び製品期首たな卸高 － 1,088

当期商品仕入高 351 －

当期製品仕入高 ※2
 5,520 －

当期商品及び製品仕入高 － ※2
 4,025

当期製品製造原価 ※3
 372

※3
 340

合計 7,286 5,455

他勘定振替高 ※1
 139

※1
 124

商品期末たな卸高 49 －

製品期末たな卸高 1,038 －

商品及び製品期末たな卸高 － 717

売上原価合計 6,057 4,613

売上総利益 5,427 3,897

販売費及び一般管理費

販売促進費 75 61

製品保証費 66 51

荷造運搬費 176 146

広告宣伝費 76 52

貸倒引当金繰入額 7 10

役員報酬 108 100

従業員給料及び賞与 963 964

賞与引当金繰入額 23 22

退職給付費用 75 84

役員退職慰労引当金繰入額 17 △3

旅費及び交通費 122 80

通信費 26 23

賃借料 42 39

減価償却費 66 66

支払手数料 164 136

研究開発費 ※4
 1,514

※4
 1,139

その他 678 596

販売費及び一般管理費合計 4,207 3,574

営業利益 1,219 322

営業外収益

受取利息 36 51

受取配当金 ※2
 445

※2
 263

為替差益 － 36

受取賃貸料 ※2
 40

※2
 40

その他 23 7

営業外収益合計 545 400
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

営業外費用

支払利息 3 1

為替差損 329 －

賃貸費用 57 40

投資事業組合運用損 13 58

その他 2 0

営業外費用合計 406 100

経常利益 1,359 622

特別利益

固定資産売却益 ※5
 0

※5
 －

投資有価証券売却益 0 17

投資有価証券償還益 － 89

関係会社株式売却益 119 －

特別利益合計 120 106

特別損失

固定資産除売却損 ※6
 8

※6
 3

投資有価証券評価損 316 180

投資有価証券償還損 88 －

関係会社株式評価損 280 －

関係会社清算損 － 9

貸倒引当金繰入額 － 30

減損損失 － ※7
 15

退職給付制度改定損 － 17

特別損失合計 693 256

税引前当期純利益 785 473

法人税、住民税及び事業税 391 61

法人税等調整額 △99 47

法人税等合計 292 109

当期純利益 493 363
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,792 2,798

当期変動額

新株の発行 5 －

当期変動額合計 5 －

当期末残高 2,798 2,798

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,644 3,649

当期変動額

新株の発行 5 －

当期変動額合計 5 －

当期末残高 3,649 3,649

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 370 370

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 370 370

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 6,750 8,200

当期変動額

別途積立金の積立 1,450 －

別途積立金の取崩 － △1,000

当期変動額合計 1,450 △1,000

当期末残高 8,200 7,200

繰越利益剰余金

前期末残高 1,819 184

当期変動額

別途積立金の積立 △1,450 －

別途積立金の取崩 － 1,000

剰余金の配当 △678 △579

当期純利益 493 363

当期変動額合計 △1,635 784

当期末残高 184 968

利益剰余金合計

前期末残高 8,939 8,754

当期変動額

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △678 △579

当期純利益 493 363

当期変動額合計 △185 △215

当期末残高 8,754 8,538
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

自己株式

前期末残高 △41 △526

当期変動額

自己株式の取得 △485 △0

当期変動額合計 △485 △0

当期末残高 △526 △527

株主資本合計

前期末残高 15,334 14,675

当期変動額

新株の発行 10 －

剰余金の配当 △678 △579

当期純利益 493 363

自己株式の取得 △485 △0

当期変動額合計 △659 △216

当期末残高 14,675 14,459

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 45 △32

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△77 70

当期変動額合計 △77 70

当期末残高 △32 38

土地再評価差額金

前期末残高 10 10

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10 10

評価・換算差額等合計

前期末残高 55 △22

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△77 70

当期変動額合計 △77 70

当期末残高 △22 48

純資産合計

前期末残高 15,390 14,653

当期変動額

新株の発行 10 －

剰余金の配当 △678 △579

当期純利益 493 363

自己株式の取得 △485 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △77 70

当期変動額合計 △737 △145

当期末残高 14,653 14,507
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

　当期末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品・製品・原材料

　総平均法による原価法

(1）商品・製品・原材料

　　総平均法に基づく原価法（収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）

（会計方針の変更）

当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成18年７月５日公表分）を適用し、評

価基準については総平均法による原価法

から、総平均法による原価法（収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）に変更

しております。

なお、この変更による損益への影響は

軽微であります。　

 (2）貯蔵品

　最終仕入原価法

(2）貯蔵品

同左

３．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）は定額法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　15～38年

工具器具及び備品　　２～15年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　

　

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

 ──────

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　(3）長期前払費用

　契約期間等に対応した定額法

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償

却方法と同一の方法を採用しておりま

す。

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価格

を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

（会計方針の変更）

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりました

が、当事業年度より「リース取引に関す

る会計基準」(企業会計基準第13号（平

成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会　

会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

この変更に伴う当事業年度の損益に与

える影響はありません。

　(4）長期前払費用

同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、当期末の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち、当期の負担額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上しておりま

す。

　なお、数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上

しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理してお

ります。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

（追加情報）

　平成21年12月に適格退職年金制度及び

退職一時金制度の一部について確定拠出

年金制度へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第１号）を適用しておりま

す。

　本移行に伴う影響額は、「退職給付制度

改定損」として特別損失に17百万円計上

しております。

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、

規程に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

──────

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

────── （貸借対照表）

(1) 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７

日　内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事

業年度において、「商品」「製品」として区分掲記

されていたものは、当事業年度から「商品及び製

品」に、「原材料」「貯蔵品」として区分掲記され

ていたものは当事業年度から「原材料及び貯蔵品」

にそれぞれ掲記しております。

　なお、当事業年度の「商品及び製品」に含まれる「商

品」「製品」はそれぞれ27百万円、689百万円、「原

材料及び貯蔵品」に含まれる「原材料」「貯蔵品」

は、それぞれ144百万円、20百万円であります。

(2) 前事業年度において区分掲記しておりました流動資

産の「未収消費税等」は、重要性が乏しいため流動

資産の「その他」に含めて表示しております。なお、

当事業年度の流動資産の「その他」に含まれる「未

収消費税等」は５百万円であります。

(3) 前事業年度において区分掲記しておりました固定資

産の「差入保証金」および「保険積立金」は、重要

性が乏しいため投資その他の資産の「その他」に含

めて表示しております。　

　なお、当事業年度の投資その他の資産の「その他」に

含まれる「差入保証金」「保険積立金」は、それぞ

れ25百万円、27百万円であります。

　

【追加情報】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

重要な減価償却資産の減価償却の方法

　有形固定資産

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しております。これにより、営

業利益が20百万円、経常利益および税引前当期純利益が21

百万円それぞれ減少しております。  

──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年12月31日）

当事業年度
（平成21年12月31日）

※１　関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

あります。

※１　関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

あります。

売掛金 794百万円

未収入金 305百万円

買掛金 294百万円

未払金 20百万円

売掛金 675百万円

未収入金 181百万円

買掛金 270百万円

未払金 11百万円

※２　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成11年３月31日公布法

律第24号）に基づき事業用土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金

額を課税標準とする税金に相当する金額を土地再評

価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、当

該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金

として純資産の部に計上しております。

※２　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成11年３月31日公布法

律第24号）に基づき事業用土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金

額を課税標準とする税金に相当する金額を土地再評

価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、当

該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金

として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために、国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出したほか、第５号に定める不動

産鑑定評価額に基づいて算出しております。

再評価を行った年月日　　　平成11年12月31日

当該事業用土地の再評価直前の帳簿価額

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために、国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出したほか、第５号に定める不動

産鑑定評価額に基づいて算出しております。

再評価を行った年月日　　　平成11年12月31日

当該事業用土地の再評価直前の帳簿価額

715百万円 715百万円

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 当該事業用土地の再評価後の帳簿価額

732百万円 732百万円

なお、当該事業用土地の平成20年12月31日における

時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を300

百万円下回っております。

なお、当該事業用土地の平成21年12月31日における

時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を303

百万円下回っております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※１　他勘定振替高の内容 ※１　他勘定振替高の内容

経費振替高 139百万円 経費振替高 124百万円

※２　関係会社との主な取引 ※２　関係会社との主な取引

売上高 3,993百万円

当期製品仕入高 3,975百万円

受取配当金 430百万円

受取賃貸料 12百万円

売上高 2,645百万円

当期商品及び製品仕入高 2,599百万円

受取配当金 254百万円

受取賃貸料 20百万円

※３　製品製造原価は製造委託会社に負担させていない金

型の減価償却費等を計上しております。

※３　製品製造原価は製造委託会社に負担させていない金

型の減価償却費等を計上しております。

※４　研究開発費の総額は1,514百万円であります。 ※４　研究開発費の総額は1,139百万円であります。

※５　固定資産売却益の主な内容 ※５　　　　　　　　　──────

工具器具及び備品 0百万円 　

※６　固定資産除却損の主な内容 ※６　固定資産除売却損の主な内容　

工具器具及び備品 8百万円

　　　　　　　　　　　──────

工具、器具及び備品 3百万円

※７　減損損失

　当事業年度において、以下の資産について減損損失を

計上いたしました。

①　減損損失を認識した資産

用途 種類 場　所
減損損失（百

万円）

事業用資産 ソフトウェア － 15

②　減損損失の認識に至った経緯

　取得時に検討した事業計画において、当初想定し

ていた収益が見込めなくなったことから減損損失

を認識しております。

③　回収可能性の算定方法

　帳簿価格を全額減損損失としております。

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     

普通株式 21,869 401,279 － 423,148

合計 21,869 401,279 － 423,148

　（注）普通株式の自己株式数の増加401,279株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加400,000株及び単元

未満株式の買取りによる増加1,279株であります。

当事業年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     

普通株式 423,148 495 － 423,643

合計 423,148 495 － 423,643

　（注）普通株式の自己株式数の増加495株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　　　　　該当ありません。

（イ）無形固定資産

　　　　　該当ありません。

　②　リース資産の減価償却方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が適用初年度開始前のリース取

引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りであります。

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

ソフトウェア 47 17 30
工具器具及び
備品

4 1 2

合計 51 18 32

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

ソフトウェア 47 26 20
工具、器具　及び
備品

4 2 1

合計 51 28 22

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 22百万円

合計 32百万円

１年内 10百万円

１年超 12百万円

合計 22百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 －百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

　

　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。　

　

（有価証券関係）

　関係会社株式で時価のあるもの

 
前事業年度（平成20年12月31日） 当事業年度（平成21年12月31日）

貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

  子会社株式 255 1,026 770 255 870 614
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：百万円） （単位：百万円）

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産 105

有価証券 36

貯蔵品 20

賞与引当金 16

その他 17

繰延税金資産（流動）計 195

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 175

役員退職慰労引当金 100

研究開発費 51

関係会社株式 154

投資有価証券 115

その他 39

繰延税金資産（固定）小計 637

評価性引当金 △174

繰延税金資産（固定）の純額 463

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産 111

有価証券 44

貯蔵品 16

賞与引当金 15

その他 16

繰延税金資産（流動）計　 204

繰延税金負債（流動）　 　

　その他有価証券評価差額金　 △15　　

　未収事業税 △7　

繰延税金負債（流動）計　 △23　

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 205

関係会社株式 154

役員退職慰労引当金 99

研究開発費 65

投資有価証券 42

その他 30

繰延税金資産（固定）小計 597

評価性引当金 △205

繰延税金資産（固定）計 391

繰延税金負債（固定）     

その他有価証券評価差額金　 △10

繰延税金負債（固定）計　 △10

繰延税金資産の純額　 562

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な原因の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な原因の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整）   

試験研究費税額控除 △9.85％

外国税額控除 △9.35％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

△8.02％

評価性引当金 22.15％

交際費等永久に損金に算入されない

項目

0.79％

住民税均等割 0.65％

その他 0.44％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.25％

法定実効税率 40.44％

（調整）   

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

△16.37％

外国税額控除 △7.17％

試験研究費税額控除 △3.50％

評価性引当金 6.71％

交際費等永久に損金に算入されない

項目

1.80％

住民税均等割 1.08％

その他 0.11％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.10％
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 884円77銭 876円２銭

１株当たり当期純利益 29円31銭 21円97銭　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 29円30銭 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 14,653 14,507

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 14,653 14,507

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
16,561,448 16,560,953

　（注）２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 493 363

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 493 363

期中平均株式数（株） 16,819,380 16,561,078

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

普通株式増加数（株） 7,361 －

（うち新株引受権） (603) －

（うち新株予約権） (6,758) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

平成16年３月27日定時株主総会決

議による新株予約権

普通株式　148,200株

　　　　　　同左
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券
その他有

価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

ＣＡＮＥＳＴＡ,ＩＮＣ. 1,556,421 238

ＩＤＥＣ㈱ 180,000 108

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 101,400 45

ニチコン㈱ 42,900 41

㈱滋賀銀行 54,000 28

㈱エフエム滋賀 400 20

西村証券㈱ 20,000 7

㈱京写 48,000 6

㈱びわこ銀行（注） 45,000 4

㈱三井住友フィナンシャルグループ 1,200 3

その他10銘柄 64,043 11

計 2,113,364 515

(注)　㈱びわこ銀行は、平成22年３月１日付けで㈱関西アーバン銀行と合併し、㈱関西アーバン銀行となりました。

【債券】

有価証券
その他有

価証券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

第５回現代キャピタル・サービシズ・

インク円貨社債
200 199

CREDIT SUISSE INTERNATIONAL 日経平

均株価連動ユーロ円建債券
100 102

日経平均株価指数連動債　03/10 100 100

オリックスユーロ円建債券 100 100

CREDIT SUISSE NASSAU BRANCH ユーロ

円建期限付劣後債
100 100

第26回韓国産業銀行円貨債券 100 100

第4回アフラック円貨債 100 99

エイチエスビーシーファイナンスコー

ポレーション第9回円貨社債
100 99

リースプランファイナンスユーロ円建

債券
100 99

ROYAL BANK OF SCOTLAND PLC エクイ

ティリンク債
100 89

その他２銘柄 200 134

計 1,300 1,225
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投資有価証券
その他有

価証券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

VOYAGER LTD・ユーロ円建外国債券 88 99

第106回オリックス社債 100 98

第１回野村ホールディングス㈱期限前

償還条項付社債
20 20

計 208 218

【その他】

投資有価証券
その他有

価証券 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円） 

（証券投資信託受益証券）

ダイワ日本国債ファンド　
100,000,000 104

ダイワＪ-ＲＥＩＴオープン 100,851,068 60

野村日本不動産投信 108,632,648 46

（投資事業有限責任組合出資証券）

ジャフコⅤ３号
1 93

ジャフコⅤ２－Ｃ号 1 58

ジャフコⅤ１－Ａ号 1 45

滋賀ベンチャー育成ファンド 10 22

計     432
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 2,441 － － 2,441 1,226 78 1,214

構築物 215 － － 215 150 7 64

機械及び装置 22 － － 22 20 0 1

車両運搬具 6 － － 6 6 0 0

工具、器具及び備品 3,088 104 51 3,142 2,914 233 227

土地 1,115 － － 1,115 － － 1,115

建設仮勘定 5 58 59 4 － － 4

有形固定資産計 6,894 163 110 6,946 4,318 321 2,628

無形固定資産        

のれん 837 － － 837 502 167 335

電話加入権 5 － － 5 － － 5

ソフトウェア 142 87
24

(15)　
205 69 33 136

その他 26 25 51 － － － －

無形固定資産計 1,011 112
75

(15)　
1,048 572 201 476

長期前払費用 37 4 28 13 10 4 3

 （注）１.当期増加額及び減少額の主なものは次のとおりであります。

工具、器具及び備品の増加　　金型の取得　　　　　　　　　　　 70百万円

工具、器具及び備品の減少　　金型の廃棄　　　　　　 　　　　  31百万円

ソフトウェアの増加　　　　基幹システムの構築　　 　　　　　　55百万円

　　　　　　　　　　　　　業務用ソフトウェアの取得           32百万円　

　　　 ２.「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　　　　　当期減損損失の内訳は次のとおりであります。

　　　　　ソフトウェアの減少　　　　当初想定収益を見込めないため減損　 15百万円　

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（流動）　 1 2 － － 4

貸倒引当金（固定） 12 41 0 2 50

賞与引当金 40 37 40 － 37

役員退職慰労引当金 249 － － 3 245

 （注）貸倒引当金（固定）の「当期減少額（その他）」は、債権回収及び清算配当金の入金によるものです。

　　　 役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金規程の変更によるものです。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 8

預金  

当座預金 204

普通預金 785

定期預金 1,394

別段預金 2

小計 2,385

合計 2,394

ロ．受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

　寺岡ファシリティーズ株式会社 132

　文化シヤッター株式会社 61

　寺岡オート・ドアシステム株式会社 49

　寺岡オートドア株式会社 44

　扶桑電機工業株式会社 35

　その他 176

合計 499

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成22年１月 114

　 〃 　２月 126

　 〃 　３月 119

　 〃 　４月 84

　 〃 　５月 54

　 〃 　６月以降 0

合計 499

ハ．売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

HESA S.P.A 191

OPTEX INCORPORATED 158

ELVEY SECURITY TECHNOLOGIES A DIVISION OF HUDACO

TRADING(PTY)LTD.
149

OPTEX TECHNOLOGIES B.V. 113

OPTEX SECURITY Sp.z o.o. 103

その他 1,105

合計 1,820
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(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期末繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100 (D)÷
(B)
──
12

2,054 8,332 8,566 1,820 82.5  2.6ヵ月

　（注）　当期発生高には消費税等を含めております。

ニ．商品及び製品

区分 金額（百万円）

商品 27　

製品　 689　

合計 717

ホ．原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

原材料 144　

貯蔵品 20　

合計 165

へ．関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

技研トラステム株式会社 949

OPTEX INCORPORATED 467

OPTEX(EUROPE),LTD. 398

株式会社ジーニック 385

OPTEX(H.K.),LTD. 326

オプテックス・エフエー株式会社 255

OPTEX TECHNOLOGIES INC. 103

OPTEX KOREA CO.,LTD. 51

OPTEX TECHNOLOGIES B.V. 36

OPTEX SECURITY SAS 34

オフロム株式会社 6

合計 3,015

ト．関係会社出資金

銘柄 金額（百万円）

OPTEX(DONGGUAN)CO.,LTD. 731

OPTEX SECURITY Sp.z o.o. 107

合計 839
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②　負債の部

イ．買掛金

相手先 金額（百万円）

  OPTEX(DONGGUAN)CO.,LTD. 192

  オフロム株式会社 77

　サンオクト株式会社 63

　立山科学工業株式会社 18

　アイキュージャパン株式会社 14

　その他 84

合計 450

　

（３）【その他】

　特記事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

　

　

（特別口座）　

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　 　

株主名簿管理人

　

　

（特別口座）　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載ＵＲＬ　http://www.optex.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利及び株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第30期）（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）平成21年３月30日近畿財務局長に提出

　　

(2）四半期報告及び確認書

（第31期第１四半期）（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）平成21年５月15日近畿財務局長に提出

（第31期第２四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月11日近畿財務局長に提出

（第31期第３四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日近畿財務局長に提出

　

(3）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

　平成21年８月６日近畿財務局長に提出

（第31期第１四半期）（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）の四半期報告書に係る訂正報告書及　

びその確認書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

    

   平成21年３月30日

オプテックス株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　紀昭　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　浩一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

オプテックス株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプテッ

クス株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

    

   平成22年３月29日

オプテックス株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石田　　昭　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　浩一　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

オプテックス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプテッ

クス株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オプテックス株式会社の平成21年

12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、オプテックス株式会社が平成21年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

オプテックス株式会社(E01998)

有価証券報告書

105/107



　 独立監査人の監査報告書 　

    

   平成21年３月30日

オプテックス株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　紀昭　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　浩一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

オプテックス株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプテックス

株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

    

   平成22年３月29日

オプテックス株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石田　　昭　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　浩一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

オプテックス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプテックス

株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

オプテックス株式会社(E01998)

有価証券報告書

107/107


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）所有者別状況
	（７）大株主の状況
	（８）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（９）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの状況
	（２）監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	重要な会計方針
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項

	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	その他
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

